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Innovation in Motion

つばきグループは、各種産業用機械部品・装置、自動車エンジン駆動部品のトップメーカーです。産業用

スチールチェーンで約6割、自動車エンジン用タイミングドライブシステムで7割、クラッチで8割、パワー

シリンダで5割の圧倒的な国内シェアを持ち、モーション＆コントロール分野の豊富な商品ラインナップで、

顧客に「総合ソリューション」を提供しています。特に、産業用チェーンと自動車部品においては、世界的に

もリーディング・カンパニーの位置にあります。

そのモーション＆コントロールに関わる優れた品質・技術を活かし、自動車塗装ライン搬送システムや

新聞巻取紙搬送システムなどのマテリアルハンドリングの分野にも幅広く進出しています。

モノを動かす（Motion）分野において、自ら動き変革していく―「Innovation in Motion」のブランド

メッセージのもと、世界のユーザーに技術・品質・生産・販売のすべてにおいて、ベスト・バリューをご提供

することで、私たちは持続的な利益成長と企業価値の最大化に邁進し続けます。

世界のオンリーワン企業へ

椿本チエイン アニュアルレポート 2006
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過去5年間の連結財務ハイライト

事業年度

2001 2002 2003 2004 2005

■ 損益計算書項目（百万円）

売上高 ¥113,741 ¥116,670 ¥119,141 ¥129,563 ¥147,761

営業利益 6,038 7,351 7,951 10,448 13,830

EBITDA*1 11,649 14,086 14,035 15,952 19,339

経常利益 4,021 4,999 6,215 8,888 12,594

当期純利益 1,202 1,531 3,385 4,449 6,607

減価償却費 5,611 6,736 6,083 5,504 5,509

純金融収支*2 (1,427) (1,507)  (1,352)  (1,002)  (642) 

■ 貸借対照表項目（百万円）

総資産 ¥201,555 ¥183,260 ¥175,432 ¥179,263 ¥198,458

株主資本 62,674 60,307 66,873 71,634 77,098

有利子負債 76,734 64,930 50,317 43,380 38,967

純有利子負債*3 59,055 52,513 36,637 31,818 27,982

当社の事業年度は、毎年4月1日から翌年3月31日までの1年間

*1 EBITDA ＝ 営業利益 + 減価償却費
*2 純金融収支 ＝ 受取利息 + 受取配当金 — 支払利息

*3 純有利子負債 ＝ 有利子負債 — 現金及び現金同等物

つばきグループの「経営・財政状態」と「株主還元」
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*4 フリーキャッシュ・フロー ＝ 営業活動によるキャッシュ・フロー + 投資活動によるキャッシュ・フロー
*5 ROE ＝ 当期純利益÷ 期中平均の株主資本
*6 D/Eレシオ（ネット）＝ 純有利子負債 ÷ 株主資本

事業年度

2001 2002 2003 2004 2005

■ キャッシュ・フロー（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー ¥ 7,709 ¥ 12,020 ¥ 7,995 ¥ 9,673 ¥10,681

投資活動によるキャッシュ・フロー (10,718) (3,014) 9,068 (2,465) (5,595)

財務活動によるキャッシュ・フロー (4,243) (14,216) (15,538) (9,412) (5,596)

フリーキャッシュ・フロー*4 (3,009) 9,006 17,063 7,208 5,086

■ 主要経営指標

売上高経常利益率 3.5% 4.3% 5.2% 6.9% 8.5%

ROE*5 1.9% 2.5% 5.3% 6.4% 8.9%

D/Eレシオ（ネット）*6 0.94 0.87 0.55 0.44 0.36

■ 1株当たり情報（円）

当期純利益 ¥ 6.27 ¥ 7.92 ¥  17.40 ¥ 22.77 ¥  34.78

株主資本 327.47 319.39 354.14 380.91 410.66

配当金 6 6 6 7 9
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つばきグループの「ここがポイント」
一グローバル・ベストに向けて一

■ グローバル・ベストへの成長ステージ ― 過去・現在、そして未来

景気次第で業績が大きく揺れ動いた90年代の私たちの姿。

その脆弱性を「技術基盤の強化」、「財務基盤の強化」や

「得意分野への集中」などで克服してきました。

そして今、その経営基盤を「グローバル」に活かすことで

持続的な拡大成長を目指しています。

■ グローバル・ベストのために整えてきた資格要件

1. 差別化された技術・品質に裏打ちされた市場シェア 2. 強固な財務体質

日本 世界

チェーン 63% 21%

自動車部品

タイミングチェーン 73% 33%

精機

カムクラッチ 80%

パワーシリンダ 50%

マテリアル・ハンドリングシステム

自動車塗装ライン 35%

新聞業界向けシステム 80%
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■ グローバル・ベスト実現の背景 ― 構造的外部環境変化と戦略
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1. 構造的外部環境の変化　 2. 対応戦略

• コア商品への経営資源の集中

• 一層のコスト削減

• 生産・開発体制のグローバル化（5極体制）

の加速

• 品質・技術における優位性の訴求と

アライアンスによる世界シェア拡大

• 中国における生産・営業拠点の拡充

• 経営のグローバルスタンダード化の加速

―日本国内―

• 高付加価値製品を中心とした製品の

増産投資の復活

• 生産性向上投資の増加

―海外―

•自動車部品の開発・調達における

グローバル化の加速

• 自動車エンジンのタイミングドライブ

システムのチェーン化加速

• 中国の国際的地位の持続的な向上

• 生産性向上投資の増加
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株主・投資家の
皆様へ
“グローバル・ベスト”への布石

の成果が表れてきました。

私たちは今、世界に向けて大きく前進します。

福永 喬
代表取締役会長

美本 龍彦
代表取締役社長
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2005年度（2005年4月～2006年3月）

連結経営成績のご報告

中期3ヵ年計画「STEP 07計画」を1年前倒しで達成、

過去最高値を更新

当社グループの売上高は、2004年度比14.0％増

の1,478億円と過去最高に達しました。また、営業利益、

経常利益、当期純利益についても、2004年度比でそ

れぞれ、32.4％、41.7％、48.5％と大きな伸びを見

せ、1990年度以来「実に15年ぶりの最高益更新」と

なりました。なおこれらの実績は、売上高で約9％、利

益面で26～30％、期初に立てた計画値を上回り、さ

らに昨年度立てたSTEP 07計画の2006年度目標

をほぼ１年前倒しで達成した内容となっています。

全事業部門で増収増益 ―

品質・技術開発・生産における私たちの差別化戦略が

大きく寄与

事業セグメント別では、全事業部門で増収増益を達成、

かつ利益率を向上させる結果となりました。

「チェーン事業」においては、国内において民間設

備投資の拡大が2004年度からさらに加速の様相を

見せたほか、欧米・アジアにおいても景気が順調に拡

大するという追い風を受けました。しかし好業績は、

決して外部環境の良さだけがもたらしたものではあ

りません。英国食品メーカーからの大型受注や海外

の大手建機メーカー向けのOEM供給が決定するなど、

私たちの品質・技術面での差別化が、一層の顧客基盤

の拡大へとつながり、チェーンの世界シェアは遂に

21％を達成しました。

「自動車部品事業」においても、タイミングチェーン

などエンジンのカム軸の駆動に使われるタイミング

ドライブシステムが、ベルトからチェーンへと世界

的にシフト、主要顧客である日本の自動車メーカー

の国際的なプレゼンスが向上しているなどの追い風

に加え、①世界5極における最適地生産体制の構築、

②強度・耐久性向上など継続的な技術開発といった、

自助努力が効を奏し、タイミングチェーンドライブ

システムにおける私たちの世界シェアは33％へと

さらに向上、最大手を猛追している状況です。

また「精機事業」においては、シュレッダー用の減速

機の販売拡大、サーボモータ・ステッピングモータ用

軸継ぎ手などの高精度商品発売など、顧客基盤の拡大

と技術開発力の一層の向上を図りました。一方、「マテ

ハン事業」においては、自動車塗装工場の搬送ライン

短縮と生産性の向上に寄与する「身のみ搬送システム」

のグローバル展開など、技術開発面での差別化が順調

に進展。その一方で、創薬支援機器など、提案型営業

による新規顧客開拓を進めています。

これまでの歩みと今後の課題・基本戦略

グローバル・ベストの実現に向けて

私たちつばきグループが目指す中長期的なゴールは、

国内マーケットから大きく視点を広げ、世界を舞台に

私たちのベストバリューを提供し、まさに「グローバル・

ベスト」体制を確立することにあります。STEP 08計

画における連結業績の具体的な数値目標として、

2008年度売上高1,780億円（2005年度実績を基

準に年率6.4％の成長）、経常利益181億円（同年率

12.9％の成長）、売上高経常利益率10.2％（2005年

度実績8.5％）としました。なおこの数値は、昨年度に

立てたSTEP 07計画の数値目標を約1年前倒しで

達成したことから、上方修正したものです。

好業績の背景には、外部環境の良さ

だけではなく、私たちが「選択と集中」を

積極推進してきたことの効果が存在している。
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これまでの道のりの検証 ―

グローバル・ベストに向けた「守りと攻め」の2面戦略

「世界シェアの拡大」と「右肩上がりの業績数値目標」

を、ただ闇雲に掲げるだけでは、それは決して経営計

画と呼べるものではなく、目標は、単なる「夢や希望」

の類に終わってしまいます。真にグローバル・ベストを

実現するには、それなりの「資格条件」を満たすことが

大前提となります。その観点から、私たちの「これまで

の歩み」をやや中長期的に、再検証してみたいと思い

ます。

過去5年間、私たちはまず「景気変動への脆弱性」を

取り去ることに全力を傾注してきました。実際、

2000年度以前の業績をみると、景気指標（例えば設

備投資額）次第で経営成績が大きく上下にぶれる「脆

弱な体質」を持っていました。原因のひとつは、国内

シェアがチェーンにおいて約6割、自動車部品におい

て7割と、国内での顧客基盤拡大余地が少なくなって

きたことにありました。だからこそ、世界にその活動

範囲を広げる必然性があったわけですが、それだけで、

グローバル展開を図ろうというわけでは決してありま

せん。

まず重要なのは、①「攻めの経営」に耐えられる強固

な財務基盤・収益体質の構築と、②品質・技術開発・生

産体制などにおける差別化の実現にある、と私たちは

考え、様々な面での改革を「複合的」に行ってきました。

例えば2004年度における売上高は1,296億円と、

97年度の売上高（1,283億円）とほぼ同水準にあり

ます。しかし97年度の経常利益55億円に対し、

2004年度は89億円、さらに2005年度は126億円

と、収益性は飛躍的に向上しています。チェーン事業、

自動車部品事業に比べ、競争力が弱かった精機事業、

マテハン事業において、工場集約や不採算商品からの

撤退という「構造改革」を実施。その一方で、チェーン

事業においては、技術優位性や価格競争力を向上させ

るために、京都府京田辺市に最新鋭の大型工場を建設

するなどの「思い切った先行投資」も断行しました。

早晩、攻めの経営に転じるためには、単なる経費削

減やリストラだけではない、「恒久的かつ構造的な体

質改善（＝品質技術や生産面での差別化）」が不可欠と

考えて決断したことが、今日の好業績につながってい

るように思います。

一方で管理部門については、業務のアウトソーシン

グなど効率的な組織体制を構築、販売管理費の対売上

高比率は、1997年度の21.7％から2004年度には

18.9％、さらに2005年度には17.2％へと大きく低

下しました。また、財務面では、既述した新工場建設

という積極的な大型投資により、一時的に有利子負債

総額は97年度の416億円から、2000年度には787

億円にまで膨れ上がりました。しかし、2005年度末

にはこれを390億円にまで圧縮しています。

世界に挑戦できる実力を「着実に」

整えてきたかどうか

その先を見据えた地道な行動こそが重要。

守りのみならず、攻めの経営も同時進行、

財務体質・収益体質の改善を達成。
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当面の事業環境の分析

私たちは今日の世界的な景気拡大を、決して楽観的

には見ていません。しかしながら、経済情勢と競合条

件において、いくつかの「構造的かつ長期的な変化」

が起きており、この観点からは、私たちつばきグルー

プを取り巻く事業環境には当面、フォローの風が吹く

と考えています。

例えばチェーン事業においては、顧客である製造

業の間で、トータルライフサイクルコスト（TLCC）へ

の意識の高まりから、品質・技術面、特に強度・耐久性、

伝動能力の向上への要求がこれまで以上に高

まっていることが挙げられます。これに対して、サプ

ライヤー側の状況をみると、こうしたユーザーの動き

に適合できる能力と投資余力（開発投資、設備投資面）

という意味において、企業間に大きな格差（優勝劣敗）

が生じています。このことは、すでに規模的に世界最

大手に位置し、品質面・財務面でも他に差をつけてい

る当社グループにとって優位に働くと言えます。

また、自動車部品事業においては、エンジンの高出力・

コンパクト化ニーズに対応して、エンジンのカム軸駆

動部品であるタイミングドライブシステムのチェーン

へのシフト（ベルトより強度・耐久性が高いため）が進

展。特にチェーン化が遅れていた欧州において、今後

加速すると予想されます。また、ますます加速する自

動車部品の設計・開発・調達におけるグローバル化や

私たちの主力顧客である日本の自動車メーカーのグ

ローバルシェア向上も、自動車部品事業のみならず、

マテハン事業にとってプラス材料です。一方、精機事

業においては、例えば、直線作動機の油圧から電動へ

のシフトが、電動パワーシリンダにおいて国内過半の

シェアを有する私たちに追い風となります。

課題と対応戦略

克服すべき課題もあります。チェーン事業におい

ては、品質面における私たちの優位性をさらに拡大

すると同時に、いくらユーザーが品質重視とは言っ

ても、価格競争力の向上も重要な要素です。前者の

課題に対しては、例えばRSローラチェーンにおいて、

従来品に比べ、摩耗伸び（耐久性）を2倍（他社比では

4倍）に向上させた世界最高水準の第7世代のRSロー

ラチェーンを本年6月より新発売。また、コンベヤ

チェーン、無給油ラムダチェーンなどにおいて、最適

地生産体制の見直しとそれに伴う生産の海外移転を

一部実施し始めました。

一方、自動車部品事業においては、既存の主力製品

であるタイミングチェーンの次の柱ともなるべき新

製品の早期育成と海外子会社の収益率向上が課題で

あり、これらに対して種々の施策に取り組んでいます。

また、精機事業においては、海外を中心とした顧客基

盤の一層の拡大が、一方マテハン事業においては、プ

ロジェクト採算の管理徹底、顧客業種の分散などが、

それぞれ課題となっています。この点の詳細と解決策

については、各事業セグメントの概要をご覧ください。

景気に楽観的なわけではない。

経済と競争条件における

構造的かつ長期的な変化に注目。



10

椿本チエイン アニュアルレポート 2006

マネジメント体制および株主還元に対する考え方

私たちの目指すグローバル・ベストは、品質や価格

といった商品力・事業展開力に限定したものではあり

ません。ガバナンスやコンプライアンスなどの経営管

理面においても「世界の一流」を目指しています。とり

わけ、コンプライアンスについては、いくら利益成長

性を高めても、万一何か問題が起きれば一瞬にして企

業価値は損なわれてしまいます。この認識のもと、私

たちは倫理ヘルプラインの設置など、制度面、人員・

組織面でも毎年コンプライアンスの強化を図ってい

ます。また、投資家・アナリストに対して、単に情報を

一方通行で発信するのみならず、経営に対するフィー

ドバックを絶えず行い経営に活かせるような様々な取

り組みを行っています。（マネジメント体制：P22～23）

株主還元については、既述したとおり、利益成長

性・安定性を向上させることで企業価値を極大化し、

時価総額の引き上げを図る一方で、配当についても、

安定性の確保と業績連動の両立を目指しています。

具体的には安定配当として、年間1株6円を可能な限

り継続した上で、連結業績を考慮した利益配分を行い

ます。ちなみに、2005年度における年間配当額は

90周年記念配当2円を含め、1株当たり9円と、

2004年度比で2円増となっています。

終わりに

私たちつばきグループは、3G（グローバルな事業

展開、グループ経営力の強化、グロース路線の維持・

拡大）を柱として、グローバル・ベスト戦略のさらな

る推進を図っていきます。株主・投資家の皆様には、

引き続きご支援を賜りたくお願い申し上げます。

2006年8月

福永 喬

代表取締役会長

美本 龍彦

代表取締役社長

解決すべき課題に対し、着実に対応していく

ことで、さらにグローバル・ベストに近づく。

商品力・事業力に加えて、経営体制においても

グローバル・ベストを目指す。
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年度

2006 2007 2008

売　上　高 1,570億円 1,700億円 1,780億円

営 業 利 益 155億円 (9.9%) 176億円 (10.4%) 197億円 (11.1%)

経 常 利 益 135億円 (8.6%) 161億円 (9.5%) 181億円 (10.2%)

当期純利益 68億円 (4.3%) 87億円 (5.1%) 98億円 (5.5%)

（ ）内は対売上高利益率

中期3ヵ年計画「STEP計画」
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マテハン事業

① 自動車塗装ライン向け「身のみ搬送

システム」の継続受注

② 海外向けアフタービジネスの展開

③ 創薬関係など新商品開発の強化

精機事業

① 重点商品の磨き上げと深耕策の展開

② 海外事業の支援と輸出比率の向上

③ 新商品開発の促進

自動車部品事業

① 連結経営の強化（連結利益率の向上）

② 世界同一品質に向けた品質改善活動の

グローバル展開

③ 次世代対応タイミングシステムの開発
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チェーン事業

① 新ＲＳローラチェーン「Ｇ７」の販売拡大

② コンベヤチェーンのビジネス拡大

③ プラスチックチェーンのアジア･

オセアニア地区でのシェア拡大
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ビジネスユニット別の売上計画および重点施策

連結計画
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― つばきグループの「事業内容・特徴」と「活動地域」

1. 事業別セグメントの状況

■ パワトラ事業 ―

売上高拡大の原動力

全体に占める構成比率

（2005年度実績）

売 上 高： 75.7%

営業利益： 86.8%

資　　産： 79.9%
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売上高（左軸） 営業利益率（右軸） ROA（右軸） 

億円 
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6.6 5.9 5.9
285

307
355

（年度） 

■ マテハン事業 ―

収益性重視の安定成長

全体に占める構成比率

（2005年度実績）

売 上 高： 23.9%

営業利益： 12.3%

資　　産： 18.5%
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2. 所在地別セグメントの状況

■ 日本 ― 現状における中核

全体に占める構成比率
（2005年度実績）

売 上 高： 69.2%

営業利益： 85.3%

資 産： 79.0%

中核会社

• 椿本チエイン

• ツバキエマソン
2003 2004 2005
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過去3年間の業績推移

■ 北米 ― 安定的成長軌道

全体に占める構成比率
（2005年度実績）

売 上 高： 20.5%

営業利益： 5.8%

資　　産： 13.7%

中核会社

• U.S.Tsubaki Inc.

• TSUBAKI CONVEYOR 

OF AMERICA, INC. 2003 2004 2005
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過去3年間の業績推移

注：全体に占める構成比率は部門間の内部取引や本社に所属するものを調整しない数値を分母として算出しています。

ROAの分子には営業利益を、分母には期中平均の資産（調整前）を使用しています。

過去3年間の業績推移 主要商品

―チェーン―

• ドライブチェーン

• コンベヤチェーン

• プラスチックチェーン

• ケーブル・ホース支持案内装置

―自動車部品―

• タイミングチェーン（ローラチェーン・サイレントチェーン）

• テンショナ、レバー、ガイド、スプロケット

• オートテンショナ

• 一般産業用タイミングベルト＆プーリ

―精機―

• 変減速機

• 直線作動機

• クラッチ、カップリング

• スプロケット

• 仕分けシステム

• 搬送システム

• 保管・ピッキングシステム

• 粉粒体搬送システム

• 金属切り屑搬送・クーラント処理装置

事業セグメント・ハイライト
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スチールチェーンでは、国内シェア63％、世界シェア21％と圧倒的。プラスチックチェーンやケー

ブルベヤなどでも強みを発揮。グローバル市場での技術優位性（品質や高付加価値商品の開発）が

差別化要因。

自動車エンジン用のタイミングチェーンのシェアは、国内73％、世界33％と海外トップメー

カーを急迫。テンショナでも強みを発揮。品質（耐久性・静音性）とシステム対応力、世界5極によ

るグローバル供給体制が差別化要因。

主力の減速機では業界攻略により売上高を拡大。クラッチ、電動シリンダ、締結具などの国内ニッ

チトップ商品が強みを発揮。多彩な商品構成とそれをベースにしたモーション＆コントロール分

野でのトータル･ソリューションを提供する事業展開に特徴。

自動車塗装ライン搬送システムや新聞業界向け搬送システム、仕分けシステム、粉粒体コンベヤ

で数多くの納入実績を誇る。コア商品に経営資源を集中する一方で、創薬関係など新分野へも新

商品を投入。提案型営業によるシステム対応力に強み。

■ 欧州 ― シェア拡大中

全体に占める構成比率
（2005年度実績）

売 上 高： 4.9%

営業利益： 3.2%

資　　産： 3.3%

中核会社

• Tsubakimoto Europe B.V.

• Tsubakimoto U.K. Ltd.

過去3年間の業績推移

■ アジア・オセアニア ― 売上高・現地生産ともに急拡大

全体に占める構成比率
（2005年度実績）

売 上 高： 5.4%

営業利益： 5.7%

資　　産： 4.0%

中核会社

• 台湾椿本股 有限公司

• 天津華盛昌歯輪有限公司

過去3年間の業績推移
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業界におけるポジションと特徴
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この「経営基盤・強み」を活かす

私たちのスチールチェーンにおける「強固な顧客基盤（国内シェ

ア約63％、世界シェア約21％）」は、伝動能力（強度・耐久性）、耐

摩耗性（寿命･精度）などの「差別化された品質」に支えられたもの

です。例えば、あらゆるチェーンのベースとなる「RSローラ

チェーン」は、10年ごとにモデルチェンジを行い、他社との差別

化を図ってきました。今年6月に新発売のニューモデル「G７」で

は、新開発のLD（ルーブディンプル）ソリッドブシュ（特許出願中）

により当社従来品に比べ、摩耗寿命を2倍に向上。さらに伝動能

力33％アップを実現しています（価格据置き）。

シンプルな構造のチェーンは、一見、ロー・テク商品と思わ

れがちですが、実際には、「材料技術」や「熱処理技術」など高度な

技術と経験を要する機械要素です。保有特許件数約70件、特許

出願中78件という数字が物語るとおり、この技術優位性が私た

ちと2位メーカーを大きく引き離す要因であり、圧倒的なトッ

プ・メーカーとしての地位を不動のものとしています。

市川　直
チェーン事業部長

私たちの「コミットメント」

■ 2015年度までに世界シェア30％を達成します。（現在21％）

■ 品質の差別化の拡大と、グローバル生産体制の再構築を図る

ことで収益性を向上させます。

 

0

1.5

1.0

0.5

20015010050

 

G7形 

 

運転時間（h） 

磨
耗
伸
び（
％
） 

80形 

他社比4倍 
 
 

当社従来比2倍 

欧米他社 
アジア他社 

 

欧米他社 

国内他社 

摩耗寿命におけるライバルとの性能比較（RS 80サイズ）
数値は椿本を100として比較

新開発「LDソリッドブシュ」（PAT. 出願中）の採用により、当社

従来品に比べ摩耗寿命が2倍（他社比4倍）に向上。

伝動能力（kW)も33％アップ。

パワトラ事業部門

チェーン事業

New RSローラチェーン「Ｇ7」 

LDソリッドブシュ

出所：椿本チエイン

事業セグメント
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これが私たちの「成長ドライバー」

① 設備投資の増加とトータルライフサイクルコスト意識の高まり

バブル崩壊以降、日本の製造業は設備過剰に悩まされ、また

中小企業においては必要な機械設備の更新すらも先延ばしにす

るという状態が続きました。その設備過剰問題もようやく解消、

民間設備投資も二桁の高い伸びを見せ始めています。また単に

増産のためではなく、国際競争力の強化に向けた「生産ラインの

効率改善」などの動きが世界的に加速しており、そうした効率改

善とランニングコスト削減を実現できる駆動部品の「品質・技術

面での差別化」が、価格競争以上に重視され始めています。

② チェーンメーカー間の競争力の格差拡大

チェーン業界では、世界的にトップメーカーと中小メーカーと

のプレイヤー間格差が拡大しています。私たちは2005年度に

おいて、利益水準と利益率の双方で過去最高を達成したのに対

し、多くの競合メーカーは、新たな設備投資・研究開発のための

余力が限定的となっています。

この「課題」をこう乗り切る

① 価格競争力の向上と品質・技術格差の維持・拡大

チェーン工場としては類のない世界最新鋭の自動化設備を導

入した京田辺工場。2004年より、セル生産方式を導入してさら

に生産性を向上させてきました。また、今後はコンベヤチェーン、

ラムダチェーンを中心に、世界最適地生産供給体制の構築に向

けた「生産体制の見直し」を行っていきます。品質・技術格差拡

大の戦略のひとつとして、今年6月に発売開始した第7世代の

RSローラチェーン「G7」は、当社の従来製品比で摩耗寿命（耐

久性）は2倍（他社製品比4倍）、伝動能力は33％アップとなって

います。

② 原材料費高騰の吸収

鉄鋼など材料価格の高騰を吸収する目的で、2005年5月に

平均6～15％程度の値上げを実施しました。

③ プラスチックチェーンの商品ラインナップ拡大

私たちは、プラスチックチェーン国内最大手（国内シェア

41％）の山久チヱインの株式を取得、本年4月より連結子会社

化し、5月にはツバキ山久チエインに社名変更しました。プラス

チックチェーンは低摩擦性、耐熱性、抗菌性などその機能性を武

器に、食品領域から半導体・液晶、弱電領域へと急速にその用途

を拡大しています。私たちは、各業界のニーズに応えた商品を開

発して製品ラインナップの拡大を図ります。また、プラスチック

チェーンの海外市場開拓も重要なテーマです。その第一ステップ

として、まずアジア・オセアニア市場の受注拡大を狙い、積極的

な販売活動を展開します。

過去2年の「業績レビュー」と「今後の計画」

つばきグループでは、売上高・利益双方の数値開示を「パワトラ事業」「マテハン

事業」「その他」の3セグメントについてのみ行っています。チェーン、自動車部品、

精機というパワトラ事業部門内における製品別の内訳数値の開示対象は売上高のみ

となりますが、以下のような定性情報をご提供します。

既述した好事業環境の下、私たちの売上高は過去2年間、年率

11.1％の伸びを示しました。一方部門利益は、①増産効果、

②生産性向上効果、③値上げ効果が相乗的に寄与、原材料価格

の高騰を吸収してなお、大幅な上昇傾向にあります。

2008年度までの3年間の新中期経営計画STEP08では、売

上高は年率7.3％ペースで拡大、2008年度には549億円に到

達すると予測しています。また既述した拡販と収益性向上戦略

が寄与し、部門利益率もさらに改善するとみています。

事業セグメント

日本の設備の過剰度合いの推移 
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この「経営基盤・強み」を活かす

私たちは、タイミングチェーンドライブシステム（自動車エン

ジンのカム軸駆動用チェーン）において、国内シェア73％、世

界シェア33％と、ボルグワーナー社と肩を並べる世界のトップ

メーカーです。また、国内自動車メーカーはもちろん、海外の

主要自動車メーカーへと、顧客基盤を急速に広げています。私

たちの強みは、強度・静粛性・軽量性などの品質・技術面はもち

ろん、タイミングチェーンのみならず、スプロケット、テンショナ

を含むタイミングドライブシステム一式をシステム納入できる

という「総合力」、自動車メーカーと一体となって行う新製品開

発力にあります。また、日本、北米、欧州、アジア、中国の世界5

極の生産拠点を有することで、最適地生産・最適地供給体制を

実現している点も大きな強みです。

これが私たちの「成長ドライバー」

① カム軸駆動部品のベルトからチェーンへの転換

エンジンの高性能化、コンパクト化を背景に、世界的にカム軸

駆動部品のベルトからチェーンへのシフトが進展しています。

2000年度には43％程度であったチェーン化率は2004年度

には48％に上昇しました。今後は特に、チェーン化の遅れてい

た欧州（推定チェーン化率約35％）においても、チェーンへの

シフトが加速すると推測しています。

② 日本自動車メーカーのシェア向上

原油価格が高止まりの様相を見せる中、ハイブリッド車に代表

される低燃費などの環境性能･安全性能が高く評価されている

こともあり、国内自動車メーカーの海外での販売シェアが急速

に拡大しています。海外自動車メーカーへの販売拡大と併せて、

依然として全売上高の6割近くが国内自動車メーカー向けであ

る私たちにとって、この傾向は「追い風」となります。

藤原　透
自動車部品事業部長

私たちの「コミットメント」

■ 2007年度までに世界シェア36％を達成します。（現在33％）

■ 海外での増産を通じ、世界5極生産体制をさらに強化します。

■ パワードライブ等、新事業領域の早期立ち上げを図ります。

世界で進展するタイミングドライブシステムのチェーンへのシフト 

チェーン 

2008年度 
（計画） 

2004年度 

2000年度 

ベルト 

43%

48%

58%

椿本チエイン 

Tsubakimoto Automotive 
(Thailand) Co., Ltd.

Tsubakimoto Europe B.V.
U.S. Tsubaki, Inc.

椿本汽車発動機（上海）有限公司 

自動車部品世界5極生産体制 

パワトラ事業部門

自動車部品事業
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③ 自動車メーカーの調達・開発・生産のグローバル化

競争力向上と貿易摩擦問題の回避などの目的で、自動車メー

カーの生産・開発・部品調達面におけるグローバル展開が加速

しています。このような状況は、世界5極体制を早期に構築した

私たちに有利に働くと思われます。

この「課題」をこう乗り切る

① さらなるグローバル化の促進

米国、中国などを中心に、既述した世界5極体制を段階的

に強化しています。また欧州においては、グループ会社の椿本

ヨーロッパを核に、ドイツのIWIS社とアライアンス契約を締

結（2001年8月）、グローバル供給体制の一層の強化を図りま

した。

② 新ビジネス（非タイミング系部品）の拡大

タイミングドライブシステムへの過度の依存は、私たちの高い

成長性に貢献する反面、長期的な安定性の面では、リスク要因に

もなりかねません。この観点から、私たちは、自動車部品領域で

の新ビジネスの早期育成に積極的に取り組んでいます。それが、

パワートレイン系や補機駆動系用のチェーンです。これら新ビ

ジネスはまだ緒についたばかりですが、そのコア商品となるパ

ワートレイン系用チェーンを中心に、2007年度には20億円弱

の売上高となる見込みです。

過去2年の「業績レビュー」と「今後の計画」

つばきグループでは、売上高・利益双方の数値開示を「パワトラ事業」「マテハン

事業」「その他」の3セグメントについてのみ行っています。チェーン、自動車部品、

精機というパワトラ事業部門内における製品別の内訳数値の開示対象は売上高のみ

となりますが、以下のような定性情報をご提供します。

既述した好事業環境の下、私たちの売上高は過去2年間、年率

11.6％の高い伸びを示しました。一方、部門利益も既述の増産

効果とＶ型エンジンなど新規プロジェクトの獲得などに支えら

れて上昇傾向にあります。

2008年度までの3年間の新中期経営計画（昨年度発表時よ

り上方修正）では、売上高が年率12.5％ペースで拡大、2008

年度には564億円に到達すると予測しています。増収ペースが

これまで以上に高くなる理由は、海外自動車メーカー向けにす

でに受注を獲得している大口プロジェクトがスタートするため

です。これまで競合先の独壇場であった顧客もあり、私たちの

競争力向上が順調に進展している証でもあります。

事業セグメント
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自動車部品事業の売上高実績および計画 
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実績 計画 
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タイミングチェーンドライブシステムのコンポーネント（チェーン、

テンショナ、ガイド、レバー、スプロケット）。世界最高水準の品質と性

能でエンジンの高性能化を支えています。
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この「経営基盤・強み」を活かす

減速機、直線作動機（電動シリンダ）、クラッチなど豊富な品

揃えにより、産業用機械・設備のモーション＆コントロールの

分野で多彩な顧客ニーズに幅広く応えられる「総合力」を有して

いることが私たちの特長のひとつです。また、電動シリンダ、カ

ムクラッチにおいては、国内シェアがそれぞれ50％、80％と

圧倒的な業界プレゼンスを誇っています。

これが私たちの「成長ドライバー」

① 環境ニーズに対応する電動式シリンダ

直線作動機には、空圧式、油圧式、電気式の3種類があります。

その中で、電動シリンダは、油もれやエアもれがなく、運転時の

騒音も小さいなど環境ニーズにマッチ、さらに空圧式にはない

大きなパワーを持ちながらも高精度な位置決めが可能なこと

から、ニーズが高まっています。このことが、電動シリンダで国

内の過半のシェアを有する私たちにとって、追い風となってい

ます。

② 息の長い景気拡大

設備過剰問題に終止符が打たれ、日本製造業の設備投資が息

の長い回復軌道に入っていることと、中国を中心としたアジア

において、多くのメーカーが工場新設、工場移転していること

などが、私たちの事業に恩恵を与えています。

この「課題」をこう乗り切る

グローバル化と生産性向上

品揃えが豊富という強みは、生産力や商品開発力の分散など、

コスト競争力に悪影響を及ぼすという弱みにもなりえます。この

ジレンマを解消するため、特に減速機においては、IT、工作機械、

鉄鋼など業界別に特化した販売戦略を展開。また中国市場を中

心に、海外市場の開拓も積極的に進めています。さらに、IT技術

を駆使したビジネスプロセスマネジメントを導入し、一層の収益

性向上に向けた取り組みを行っています。

過去2年の「業績レビュー」と「今後の計画」

つばきグループでは、売上高・利益双方の数値開示を「パワトラ事業」「マテハン

事業」「その他」の3セグメントについてのみ行っています。チェーン、自動車部品、

精機というパワトラ事業部門内における製品別の内訳数値の開示対象は売上高のみ

となりますが、以下のような定性情報をご提供します。

減速機、作動機、クラッチの3部門共に順調にビジネスを伸

張し、私たちの売上高は過去2年間、年率11.0％の伸びを示し

ました。2008年度までの3年間の新中期経営計画においても

この成長ペースを維持し、2008年度には324億円の売上高計

上と収益性の継続的な向上を目指しています。

宮崎　英夫
株式会社ツバキエマソン代表取締役社長

私たちの「コミットメント」

■ 海外市場の開拓を積極化、輸出比率10％以上を達成します。

■ 新商品開発力を高め、新商品比率を15％まで高めます。

精機事業の売上高実績および計画 
億円 
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精機事業
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この「経営基盤・強み」を活かす

マテハン業界全体に占める私たちのシェアはさほど大きなも

のではありません。しかし、特殊な仕様要求にも対応できるシ

ステム開発能力と提案型の営業力において、私たちは優位性を

持っています。特に、自動車塗装ライン（推定国内シェア約30

～40％）、新聞巻取紙搬送システム（同約80％）、流通業界向け

仕分けシステム、粉粒体搬送、工作機械業界向け金属切り屑搬

送などに豊富な実績を有しています。

これが私たちの「成長ドライバー」

日本自動車メーカーの国際市場におけるプレゼンスの拡大

は、同顧客への売上高比率が高い私たちにとって追い風となっ

ています。私たちの自動車塗装ライン搬送システム「身のみ

搬送システム」は、従来のシステムに比べ、省スペース化とコス

トダウン、塗装品質向上にも貢献しており、世界トップクラスの

自動車メーカーの世界標準として採用されました。これらの

ニーズの高まりは、決して自動車業界に限るものではなく、流通

業界、創薬業界など幅広い業種においてのトレンドです。マテハ

ン装置メーカーが、それらの多様化する顧客ニーズに応える開

発力、提案能力を持つことがこれまで以上に重要な競争条件に

なってきています。

この「課題」をこう乗り切る

① 安定顧客基盤の再構築

一業種への売上高依存度が高いこと（具体的には自動車向け）

は、私たちが持続成長を図る上で、大きなリスク要因でもあり

ます。私たちは、自動車と並ぶ従来のコアビジネスである流通

業界、新聞業界へのコア商品の充実やグローバル展開を強化

するとともに、創薬業界など、マテハンシステムのエンジニア

リング力が重視される分野での顧客開拓を積極的に進めます。

② 収益性のさらなる向上

マテハン事業部では、事業部長直轄3統括制とすることで、

各プロジェクトごとに、見積りから納入完了まで細部までをマ

ネジメントする体制を新たに整え、追加工事などプロジェクト

の収益性を大きく変動させる要因を極力排除していきます。ま

た創薬業界などニッチ分野の開拓も加速することで、収益性レ

ベルそのものの引き上げに注力しています。

過去2年の「業績レビュー」と「今後の計画」

私たちの売上高は過去2年間年率10.8％、部門利益は同

28.0％の成長を達成しました。ただ、売上高の高い伸びは、自

動車向け大型案件が集中したという特殊要因もあるため、今後は

売上高の伸び以上に収益性を特に重視した戦略をとっていきま

す。3年後の2008年度には売上高319億円を目指しています。

事業セグメント

マテハン事業

宮本　民男
マテハン事業部長

私たちの「コミットメント」

■ コアビジネス（自動車、新聞、流通）を中心とした安定顧客

基盤を再構築します。

■ プロジェクト管理を強化、同時にニッチ分野を開拓することで

採算性を特に重視した成長を目指します。
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日本の設備投資 vs. 椿本チエイン（単体）の受注 
億円 十億円 

20052004200320022001 （年度） 
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■ 関連マクロ経済統計

国内の機械受注（十億円） ¥10,662 ¥10,266 ¥11,108 ¥11,829 ¥12,490 

国内の設備投資（十億円） 71,099 69,265 74,110 78,248 83,391 

世界の乗用車生産台数（百万台）* — 41.4  41.9  44.1  44.8 

うち日本のビック3  10.3  11.2  12.0  13.1  14.3 

同上シェア — 27.2% 28.6% 29.7% 31.9% 

米国乗用車販売台数（百万台） 8.2  8.0  7.6  7.5  7.7

うち日本車計 2.8  2.9  2.8  3.0  3.2  

同上シェア 34.4% 35.6% 37.4% 39.4% 41.3% 

■ 椿本チエイン（単体）の受注統計

パワトラ部門受注（事業部別、億円）

チェーン事業部 ¥230 ¥216 ¥238 ¥264 ¥298

自動車部品事業部 220 251 262 292 340

部門合計 450 468 500 557 638

マテハン部門受注（顧客業種別、億円）

自動車 61 58 53 72 157

流通 35 35 44 30 20

新聞 40 36 25 28 26

その他 22 19 44 45 44

部門合計 160 149 168 178 248

数値でみるつばきグループ

注：各種資料より当社グループ作成。*のみ暦年（1～12月）の統計。他は年度（4月～3月）。

機械受注は船舶・電力を除く民需。設備投資はGDP統計の「民間企業設備」。

注：2003年度より環境事業部をマテハン部門に統合。
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2004年度四半期 2005年度四半期

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

¥ 2,973 ¥ 2,835 ¥ 2,973 ¥ 3,020 ¥ 3,014 ¥ 3,110 ¥ 3,197 ¥ 3,185

19,179 19,288 19,511 20,181 20,589 20,853 20,806 21,098

— — — — — — — —

— — — — — — — —

— — — — — — — —

— — 1,755 1,775 2,111 2,057 1,724 1,818

— — 702 704 856 884 714 726

— — 40.0% 39.7% 40.5% 43.0% 41.4% 39.9%

¥ — ¥ — ¥ — ¥ — ¥ — ¥ — ¥ — ¥ —

— — — — — — — —

133 133 140 149 154 153 164 166

— — — — — — — —

— — — — — — — —

— — — — — — — —

— — — — — — — —

21 64 19 71 57 57 20 112

パワトラ部門の製品別受注（単体） 
億円 
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私たちが目指す「グローバル・ベスト」、

それは、品質・技術、販売シェアなど

「事業に関わる側面」だけを指しているの

ではありません。コーポレートガバナンス、

コンプライアンス、社会貢献などの

「経営管理面」においてもグローバルに

通用する企業となる。それこそが私たちの

目指している姿なのです。

小さな意思決定機関、大きな業務執行機関

当社グループは基本的に「取締役」「監査役」「執行役員」を主軸

とした経営を行っています。取締役の人数は2006年6月29日

現在9名（うち6名が執行役員兼務）と少人数とすることで、迅速

で戦略的な意思決定を行っています。また、経営の透明性、客観

性を高めるため、社外取締役1名を選任しています。

一方、執行役員は、既述の兼務を含め17名と、経営戦略の決

定機関（取締役会）に比べ大きな体制を取ることにより、きめ細

やかで、迅速かつ円滑な業務執行が可能となっています。これ

ら経営と業務執行を監理・監督する組織として、監査役会があ

ります。監査役4名のうち2名を社外監査役とすることで、経営

の一層の透明性を図っています。

つばきグループの「マネジメント体制」

コーレポートガバナンス体制図 

経 営 会 議 

当社業務執行部門 ／ 関係会社 

選定・解職・監督 

選定・解職・監督 

付議･報告  

 

会計監査 監査 報告 

 

 

選任・解任 

監査 

選任・解任 

 
監査 

報告 

選任・解任 

 

内部監査室 

会計監査人 

執行役員(業務執行)

取　締　役　会 

代表取締役 

株 主 総 会 

監査役会 



つばきグループの「マネジメント体制」
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資本市場の活用による経営の透明性・柔軟性の向上

と成長性の確保

経営の透明性・柔軟性は、資本市場（株主、潜在的投資家、ア

ナリスト）に対して迅速かつ公正な情報開示をする一方で、広く

経営に対する意見を聴取し、吸収することで向上していくよう

に努めています。アナリスト・投資家を対象とした年2回

の決算および経営戦略説明会では、社長自らがプレゼンテー

ションを行うほか、各事業部門のトップも出席しています。

またこれ以外にも、適宜、工場見学会などを実施することで、

当社グループに対する資本市場の理解を深めていただく一方、

資本市場の声を当社グループ経営にフィードバックする取り組

みを進めています。また、2005年度から、海外でもIRミーティ

ングを開始しました。こうした取り組みは、経営の透明性・柔軟

性の向上はもちろん、当社グループの中長期的な成長性向上に

とっても意義の大きなものであると認識しています。

コンプライアンス強化への取り組み

当社グループは、コンプライアンスの強化についても積極的

に取り組んでまいりました。1999年4月に「ミッション・ス

テートメント」を、また2002年11月に「倫理綱領」を制定。グ

ループ全社員へのハンドブックの配布はもちろんのこと、万一

の時には、いつでも従業員が直接的に相談・通告ができるよう、

2002年11月からは倫理ヘルプラインを設けています。

また、2004年4月には専務取締役を

長とするコンプライアンスセンターを発足

し、運営面での徹底を図っています。以降、

同センターに内部監査室と環境経営室を新

設、2006年4月にはCSR推進センターに

改称するなど、人員、組織体制の両面で強

化を続けています。

私たちならではの「社会貢献」を

企業はその「成長性」を高める努力とともに、「持続性」「安定性」

も向上させてこそ初めて「企業価値の極大化」が可能となります。

その意味で、企業成長の持続と安定の実現の舞台となる社会や

環境問題にも私たちは貢献していかねばなりません。私たちは、

ISO14001シリーズの認証取得にも積極的に取り組んでいま

すが、それ以上に効率的かつ効果の大きな貢献につながるのは、

やはり、私たちの差別化された技術・品質を活かした社会貢献

（本業を通した社会貢献）であると認識しています。

例えば、私たちの主力商品のひとつ「ラムダチェーン」は、

無給油・長寿命が特長ですが、同商品の採用によって従来製品

に比べCO2排出量が9割近く削減されています。また電動パ

ワーシリンダ・エコシリーズ「SpeedMech」は、最大15回/分

の高頻度運転と100万往復の長寿命を実現、私たちの技術力が

可能にした「私たちならではの

社会貢献」であると認識してい

ます。

その他の省エネ・環境保護活

動、環境マネジメント、環境

目標と実績、ボランティア活動

については、「椿本チエインの

環境・社会報告書　2006」（本

年10月発行予定）をご覧くだ

さい。

＊2005年版は当社ホームページでもご覧い

ただけます。
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取締役・監査役および執行役員
（2006年6月29日現在）

福永　喬
代表取締役会長

美本　龍彦
代表取締役社長

金平　誠
取締役、専務執行役員

市川　直
取締役、常務執行役員

藤原　透
取締役、常務執行役員

三木　信彦
取締役、常務執行役員

長　勇
取締役、執行役員

宮本　民男
取締役、執行役員

矢嶋　英敏
社外取締役

常勤監査役 横 山　眞 道
小 松　　 雄

社外監査役 田　　 勝
渡 邊　隆 文

常務執行役員 宮 崎　 英 夫
宮 良 信
森清 晟
鈴 木　 恭
近 藤　 正 人

執行役員 ヶ 瀬 浩
椿 本 茂 也
北 山　 佳 計
馬 場　 二 郎
酒 井　 俊 光
高 橋 利 夫
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11ヵ年連結財務サマリー
株式会社椿本チエインおよび連結子会社

3月31日に終了した事業年度

2005年度 2004年度 2003年度 2002年度

売上高 ............................................................................................... ¥147,761 ¥129,563 ¥119,141 ¥116,670

営業利益 ............................................................................................ 13,830 10,448 7,951 7,351

税金等調整前当期純利益（損失）............................................................ 12,609 8,598 6,537 2,800

当期純利益（損失）................................................................................ 6,607 4,449 3,385 1,531

１株当たり当期純利益（損失）（円、米ドル）................................................ ¥34.78 ¥22.77 ¥17.40 ¥7.92

潜在株式調整後１株当たり当期純利益（円、米ドル）.................................... — — — —

金融費用：

純額 .............................................................................................. ¥ 909 ¥   1,161 ¥   1,363 ¥ 1,636

総額：受取利息 ............................................................................... 85 34 68 103

支払利息 ............................................................................... 994 1,195 1,431 1,739

設備投資額......................................................................................... 7,489 3,698 3,506 2,942

減価償却費......................................................................................... 5,509 5,504 6,083 6,736

流動資産合計...................................................................................... 78,856 72,125 69,735 83,074

流動負債合計...................................................................................... 56,337 53,801 48,395 52,062

有形固定資産合計................................................................................ 76,263 75,394 76,307 80,416

固定負債合計...................................................................................... 60,918 49,850 56,758 67,638

資産合計 ............................................................................................ 198,458 179,263 175,432 183,260

資本金 .............................................................................................. 17,077 17,077 17,077 17,077

利益剰余金 ........................................................................................ 44,509 39,344 36,199 33,975

資本合計 ............................................................................................ 77,098 71,634 66,873 60,307

株主資本比率（％）................................................................................ 38.8 40.0 38.1 32.9

ROE（％）.............................................................................................. 8.9 6.4 5.3 2.5

D/Eレシオ........................................................................................... 0.51 0.61 0.75 1.08

営業活動によるキャッシュ・フロー......................................................... ¥ 10,681 ¥ 9,673 ¥ 7,995 ¥ 12,020

投資活動によるキャッシュ・フロー......................................................... (5,595) (2,465) 9,068 (3,014)

財務活動によるキャッシュ・フロー ........................................................ (5,596) (9,412) (15,538) (14,216)

現金及び現金同等物の期末残高 ............................................................. 10,984 11,562 13,681 12,417

期末発行済株式総数*（千株）.................................................................. 187,541 187,613 188,544 188,723

従業員数（人）..................................................................................... 4,675 4,765 4,709 4,871

* 自己株式を除く。
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単位：千米ドル
単位：百万円（1株当たり情報を除く） （注記1）

2001年度 2000年度 1999年度 1998年度 1997年度 1996年度 1995年度 2005年度

¥113,741 ¥114,206 ¥106,281 ¥110,919 ¥128,298 ¥127,231 ¥110,424 $1,257,754

6,038 6,962 2,705 2,358 6,435 6,374 4,329 117,722

2,661 226 2,725 (1,018) 5,508 5,931 3,649 107,329

1,202 465 1,218 (1,715) 2,709 3,280 1,796 56,239

¥6.27 ¥2.42 ¥6.36 ¥(8.92) ¥14.08 ¥17.04 ¥9.33 $0.296

— — — — — — — —

¥    1,585 ¥ 1,666 ¥ 1,577 ¥ 1,163 ¥ 1,172 ¥ 1,073 ¥ 1,063 $     7,737

223 284 162 263 323 385 492 724

1,808 1,950 1,739 1,426 1,495 1,458 1,555 8,461

16,194 10,251 32,487 5,157 15,050 5,680 4,759 63,747

5,611 4,321 4,444 4,620 4,790 4,783 4,837 46,893

90,750 93,984 83,143 72,541 81,622 80,929 77,995 671,229

58,125 65,374 50,080 47,256 62,224 58,349 62,312 479,545

85,381 82,179 76,352 48,249 48,837 38,331 36,904 649,157

77,676 74,066 67,474 27,397 18,710 21,847 16,849 518,539

201,555 208,877 184,468 137,691 147,668 145,268 141,863 1,689,291

17,077 17,077 17,077 17,077 17,077 17,075 17,068 145,361

33,500 33,480 34,020 31,943 35,260 33,791 31,682 378,864

62,674 66,463 63,750 61,673 64,989 63,516 61,392 656,265

31.1 31.8 34.6 44.8 44.0 43.7 43.3

1.9 0.7 1.9 — 4.2 5.2 2.9

1.22 1.18 1.16 0.73 0.64 0.62 0.60

¥    7,709 ¥ 5,968 ¥ 3,268 ¥ 6,951 ¥ 2,740 ¥ 4,028 ¥ 5,456 $ 90,918

(10,718) (10,834) (28,755) (4,527) (4,475) (4,663) (4,245) (47,625)

(4,243) 2,026 27,166 2,427 1,021 955 1,246 (47,634)

17,679 24,853 27,586 24,879 20,029 21,999 21,679 93,497

191,386 191,406 191,406 191,406 192,406 192,399 192,377

4,916 5,237 5,440 5,368 5,720 5,789 5,844
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■ 外部事業環境

I. 国内の状況

2005年度における実質GDP成長率は3.2％と、4年連続の

プラス成長となり、また1990年度（6.0％増）以来の高成長と

なりました。とりわけ、当社グループの業績に最も影響を与え

る民間設備投資が2004年度の5.6％増から2005年度は

6.6％増と、その拡大ペースを加速させました。また景気拡大

の波が、都市部から地方へ、企業から個人へと広がりをみせた

一方で、デフレ経済にも脱却の兆しが出ていることに、2005

年度の大きな特徴があります。

II. 海外の状況

米国では、原油高や大型ハリケーンの影響が懸念されたもの

の、堅調な個人消費などに支えられて、実質3％を超えるGDP

成長を維持しました。一方欧州でも、地域間での格差は見られ

たものの、全体としては緩やかな景気回復基調を維持していま

す。アジアでは過熱感を懸念されながらも、中国を中心とした

高ピッチの経済拡大が続きました。

■ 損益計算書　

既述のような比較的良好な事業環境の下、当社グループの

2005年度の業績は大きな伸長を見せました。

I. 全体の状況

1. 売上高

売上高は、期初計画である1,360億円を大きく超え、中間決

算発表時の見直し数値である1,450億円をも上回る1,477億

61百万円（前年度比14.0％増）に達しました。事業セグメント

別詳細は後述しますが、民間設備投資の伸びや自動車業界の活

況に加えて、当社グループが主力商品である産業用チェーン、

自動車部品を中心に、業界シェアを向上させたことなどが寄与

しました。

2. 営業利益

営業利益は前年度比32.4％増と大きく伸び、138億30百万

円と史上最高を記録しました。鋼材を中心に原料価格高騰の悪

影響を受けたものの、販売数量の増加に加え、①チェーンおよ

び自動車部品といった収益性の高い事業の売上の伸びが他に比

較して大きかったことによる、いわゆる「事業・製品ミックス」の

向上、②チェーン、精機商品における値上げ実施、などがこれ

を十二分に吸収、営業利益率は2004年度の8.1％から1.3ポ

イント上昇し、9.4％に達しています。

3. 当期純利益

2005年度当期純利益は66億6百万円と、やはり史上最高と

なりました。なお、ネット金融収支（受取利息+受取配当金–支払

利息）は6億42百万円のマイナスと2004年度比で3億59百万

円の改善となっています。これは後述する有利子負債の削減が

寄与しています。工場跡地の土地売却などによる固定資産売却

益4億54百万円など特別利益5億32百万円計上する一方で、

退職給付制度の改訂に3億51百万円の損失計上をはじめ、特別

損失を5億18百万円計上いたしました。

II. セグメント別の状況

1. 事業の種類別セグメント

事業の種類別セグメントの状況については、本アニュアル・

レポートのP14～19にも記載していますので、そちらも合わ

せてご参照ください。

① パワトラ事業

売上高合計は、前年度比13.9％増の1,136億56百万円と

なりました。また、営業利益率は2004年度の11.3％から

13.1％へと大きく上昇しています。

製品別の売上は、チェーン（12.9％増）、自動車部品（14.4％

増）、精機（12.8％増）といずれも二桁の高い伸びとなりました。

「チェーン」においては、国内製造業の力強い設備投資の伸び

とシェアの向上に支えられ、工作機械用ATCチェーン、大形

コンベヤチェーン、小形コンベヤチェーン、ケーブルベヤなど

多種多様な製品がいずれも大きく伸びています。数量の増加に

加え、一部製品の値上げの実施やセル生産の導入など生産性向

上・コスト削減などが奏功し、利益率も大きく上昇しています。

「自動車部品」においては、国内カーメーカーが順調に生産を

拡大したことなどにより、主力のタイミングチェーンドライブ

システムの売上が大きく拡大しています。また世界五極生産体

制の下、北米、欧州、タイ、中国など海外の各拠点でも好調を

持続、一部海外カーメーカーから大型受注も獲得しました。

「精機」においては、自動車、工作機械、射出成型機、鉄鋼、

液晶などの各種業界向けに、減速機、作動機、クラッチなどの主

力製品が伸長しています。

2005年度経営成績および財政状態の報告・分析（連結）
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② マテハン事業

売上高合計は、前年度比15.7％増の354億84百万円とな

りました。なお、営業利益率については2004年度同一水準の

5.9％となりました。

製品別には、とくに「自動車業界向け」の塗装ライン搬送シス

テムが大きな伸びを示しました。また、「新聞業界向け」搬送設備、

「工作機械業界向け」コンベヤ、穀物・飼料・セメント関連の「粉

粒体コンベヤ」についても、底堅く推移しています。コスト削減

についても積極的に取り組みましたが、新開発の自動車向けの

塗装ライン搬送システムでの追加コスト発生等により、このこ

とが営業利益率を2004年度並みのものとしました。

2. 所在地別セグメント情報

「日本」での売上は12.5％増の1,174億9百万円となり、

営業利益率も1.3ポイント改善し12.3％となりました。既述し

てきた通り、チェーン、自動車部品、精機、マテハンの各事業に

おける販売数量の拡大とコストダウン、生産合理化などが寄与

しています。

「北米」の売上は37.8％増と大きく伸長しました。とりわけ、

U.S.Tsubaki,Inc.(米国)のチェーン、自動車部品事業の伸びが

貢献しています。しかし、同所在地における営業利益率は3.2％

と依然低水準であり、2004年度比の改善率も0.4ポイントに

とどまりました。増産に伴い生産効率は大きく向上しはじめて

いるものの、2005年度においては、前項目にて既述した自動

車向けの塗装ライン搬送システムにおける追加コストの発生

が、足をひっぱりました。

「欧州」の売上の伸びも2004年度比27.5％増と比較的高い

ものとなりました。英国食品メーカー向け搬送チェーンなどの

大型受注が寄与しています。営業利益率は7.4％と2004年度

並みとなっています。

「アジア・オセアニア」の売上はほぼ横ばいにとどまりました

が、営業利益率は1.2ポイント上昇し、11.3％に達しています。

■ キャッシュ・フロー

1. 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは106億80百万円のイン

フローとなりました（前年度は96億72百万円のインフロー）。

税金等調整前利益が126億8百万円と、前年度の85億97百万

円から大きく増加した一方で、業容拡大に伴い売上債権、たな

卸資産（主としてマテハン事業にかかわるもの）も増加、これを

減算項目としています。なお減価償却費については、55億9百

万円と2004年度（55億3百万円）とほぼ同額となっています。

2. 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは55億95百万円のアウ

トフロー（前年度は24億65百万円のアウトフロー）となってい

ます。アウトフロー額が大きく増加した主たる背景は、成長が著

しい自動車部品の生産設備を中心として、設備投資を積極化さ

せたことです（固定資産の取得による支出が、2004年度の30

億33百万円から2005年度は67億86百万円に増加）。一方で、

工場跡地の売却等による固定資産売却収入が、2005年度に

12億17百万円計上されています。

3. 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは55億96百万円のアウ

トフローとなりました（前年度は94億12百万円のアウトフ

ロー）。社債発行によるインフローが69億55百万円あった一

方で、長期借入金の返済によって81億83百万円がアウトフ

ローとなりました。有利子負債の削減傾向はまだ続いているも

のの、事業環境が引き続き良好な中、当社グループは、引き続

き財務体質の向上にも留意しながらも、軸足をやや攻めの経営

へと転じ始めています。
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■ 貸借対照表

1. 資産の部

総資産は2004年度末の1,792億63百万円から2005年度

末には1,984億58百万円と拡大しました。

「流動資産」は、業容の拡大に伴う売掛債権の増加、たな卸資

産の増加などにより、前年度末に比べ67億30百万円増加し、

788億56百万円となっています。

「固定資産」は、過年度に行った土地再評価に係る繰延税金

資産を回収可能性がないと判断したことにより取り崩しを行っ

たことが、21億12百万円の減少要因となりましたが、一方で

株価上昇に伴い投資有価証券が大きく増加、全体としては124

億64百万円増加して1,196億1百万円となりました。

2. 負債の部

2005年度においても引き続き財務体質の強化を進め、有利

子負債総額は、44億12百万円減の389億67百万円となりま

した。これは、2000年度（786億65百万円）比でほぼ半分程度

です。一方で、資産の部で述べた土地再評価に係る繰延税金

資産と関連し、繰延税金負債が67億73百万円増加したこと、

保有株式に生じた時価評価差益に対する繰延税金負債の増加、

業容拡大に伴う買掛債務の増加などにより、負債合計は前年度

末比136億4百万円増加し、1,172億55百万円となりました。

3. 資本の部

当期純利益の増加に伴う利益剰余金の大幅増加、投資有価証

券の時価評価差額の増加に伴うその他有価証券評価差額金の増

加などがあった一方、資産および負債の部で述べた土地再評価

に係る一連の会計処理との見合いで、土地再評価差額金が89

億56百万円減少したことを理由に、資本合計は、前年度末比

54億64百万円増の770億98百万円にとどまりました。この

結果、株主資本比率は前年度末の40.0％から38.8％へと低下

いたしました。しかし、デットエクイティ比率（有利子負債総

額／資本合計）については、0.61倍（2004年度末）から

0.51倍（2005年度末）へと改善しています。
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1. 原材料の価格高騰のリスク

世界的な景気回復に伴い、原油等の値上がりが顕著になって

きており、これに伴って当社グループ製品の原材料等の価格高

騰が避けられない状況です。当社グループでは、昨年5月より

製品価格の改定を実施し、また生産性向上により原価低減に努

めてまいりましたが、価格高騰が長期化する場合にコストアップ

を吸収しきれず、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

2. 災害等のリスク

当社グループは国内・外の自動車メーカーにタイミング

チェーン、テンショナ等のエンジン用部品を供給しておりますが、

主力生産拠点である当社埼玉工場において万が一、天災、人災

等が発生した場合、自動車メーカーに安定した製品の供給がで

きなくなる可能性があります。

このリスクに対処するために、埼玉工場に代わって海外生産

拠点から供給するなどの対策を講じております。

3. 海外での事業活動におけるリスク

当社グループは、経済成長を続ける中国市場において、部品

の調達や当社製品の販売等を拡大しております。しかし、中国

における政治的、経済的な要因により経済の一時的混乱や停滞

が発生する可能性もあります。このような場合には、当社グ

ループ製品の生産の遅れ、部品調達や工場操業が困難になるな

どの問題が発生し、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

4. 価格競争のリスク

当社グループは受注競争が激しいマテハン事業において、低

採算の受注を余儀なくされ、経営成績に影響を及ぼす可能性が

あります。

5. 為替レートの変動のリスク

当社グループはグローバル展開を積極的に行っている中で、

輸出代金の決済については、受注時、売上計上時、代金回収時

に分散して為替予約を行うことにより、為替変動の影響を最小

限に止める努力をしておりますが、短期的急激な通貨変動によ

り、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

6. 金利変動の影響のリスク

好調な受注により生産高も増加し、今後について生産設備増

強により資金調達が必要になる局面も考えられ、金利上昇による

支払利息の増加が経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

事業等のリスク
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連結貸借対照表
株式会社椿本チエインおよび連結子会社

2005年および2006年3月31日現在 単位：千米ドル
単位：百万円 （注記1）

資産 2005年度 2004年度 2005年度

流動資産：

現金及び現金同等物 ........................................................................................................ ¥ 10,984 ¥ 11,562 $ 93,497
定期預金 ........................................................................................................................ 500 4 4,256
有価証券（注記4）............................................................................................................ — 39 —
受取手形及び売掛金 ........................................................................................................ 39,975 35,626 340,271
たな卸資産（注記5）......................................................................................................... 23,875 21,287 203,226
繰延税金資産（注記7）...................................................................................................... 2,436 2,058 20,735
その他流動資産............................................................................................................... 1,358 1,823 11,559
貸倒引当金 ..................................................................................................................... (272) (274) (2,315)

流動資産合計 ......................................................................................................... 78,856 72,125 671,229

有形固定資産（注記6）：
土地（注記10）................................................................................................................. 35,306 36,034 300,528
建物及び構築物............................................................................................................... 41,967 42,014 357,227
機械装置及び運搬具 ........................................................................................................ 62,606 59,256 532,908
工具器具備品 .................................................................................................................. 15,465 14,961 131,639
建設仮勘定 ..................................................................................................................... 3,156 1,361 26,864
控除：減価償却累計額 ...................................................................................................... (82,237) (78,232) (700,009)

有形固定資産合計 ................................................................................................... 76,263 75,394 649,157

投資その他の資産：

投資有価証券（注記4）...................................................................................................... 34,881 21,193 296,910
非連結子会社及び関係会社に対する投資 ............................................................................. 1,501 752 12,777
長期貸付金 ..................................................................................................................... 38 41 323
繰延税金資産（注記7）...................................................................................................... 1,815 1,933 15,450
土地再評価に係る繰延税金資産 ......................................................................................... — 2,113 —
その他の資産（注記6）...................................................................................................... 5,279 5,944 44,935
貸倒引当金 ..................................................................................................................... (175) (232) (1,490)

投資その他の資産合計 ............................................................................................. 43,339 31,744 368,905

資産合計 ............................................................................................................... ¥198,458 ¥179,263 $1,689,291

添付の連結財務諸表注記をご参照ください。
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単位：千米ドル
単位：百万円 （注記1）

負債及び資本 2005年度 2004年度 2005年度

流動負債：

短期借入金（注記6）......................................................................................................... ¥ 7,413 ¥ 9,909 $ 63,100
一年以内返済長期負債（注記6）.......................................................................................... 7,955 9,196 67,714
支払手形及び買掛金 ........................................................................................................ 25,444 21,496 216,581
未払法人税等 .................................................................................................................. 3,461 2,330 29,460
未払費用 ........................................................................................................................ 4,179 4,237 35,572
その他流動負債（注記6）................................................................................................... 7,885 6,633 67,118

流動負債合計 ......................................................................................................... 56,337 53,801 479,545

固定負債：

長期債務（注記6）............................................................................................................ 23,598 24,275 200,868
退職給付引当金（注記8）................................................................................................... 9,916 11,024 84,406
役員退職慰労引当金 ........................................................................................................ 364 337 3,098
繰延税金負債（注記7）...................................................................................................... 14,148 8,203 120,429
土地再評価に係る繰延税金負債 ......................................................................................... 6,773 — 57,652
その他固定負債（注記6）................................................................................................... 6,119 6,011 52,086

固定負債合計 ......................................................................................................... 60,918 49,850 518,539

少数株主持分 ........................................................................................................................ 4,105 3,978 34,942

偶発債務（注記9）

資本（注記11）：
資本金：

授権株式数

2006年3月31日現在 – 299,000,000株
2005年3月31日現在 – 299,000,000株

発行済株式数

2006年3月31日現在 – 191,406,969株
2005年3月31日現在 – 191,406,969株 ....................................................................... 17,077 17,077 145,361

資本剰余金 ..................................................................................................................... 12,654 12,653 107,712
土地再評価差額金（注記10）.............................................................................................. (12,047) (3,091) (102,545)
利益剰余金（注記2）......................................................................................................... 44,509 39,344 378,864
その他有価証券評価差額金 ............................................................................................... 16,749 8,591 142,569
為替換算調整勘定 ........................................................................................................... (429) (1,575) (3,652)
自己株式：

2006年3月31日現在 – 3,865,828株
2005年3月31日現在 – 3,794,043株 ........................................................................... (1,415) (1,365) (12,044)
資本合計 ............................................................................................................... 77,098 71,634 656,265

負債、少数株主持分及び資本合計 .............................................................................. ¥198,458 ¥179,263 $1,689,291

添付の連結財務諸表注記をご参照ください。
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連結損益計算書
株式会社椿本チエインおよび連結子会社

3月31日に終了した各連結会計年度 単位：千米ドル
単位：百万円 （注記1）

2005年度 2004年度 2005年度

売上高（注記16）.................................................................................................................... ¥147,761 ¥129,563 $1,257,754
売上原価（注記12）................................................................................................................. 108,500 94,630 923,561

売上総利益 ............................................................................................................... 39,261 34,933 334,193
販売費及び一般管理費（注記12）.............................................................................................. 25,431 24,485 216,471

営業利益（注記16）..................................................................................................... 13,830 10,448 117,722
その他の収益（費用）：

受取利息及び配当金 ........................................................................................................ 353 193 3,005
支払利息 ........................................................................................................................ (994) (1,195) (8,461)
持分法による投資利益 ..................................................................................................... 7 21 60
為替差損 ........................................................................................................................ (244) (163) (2,077)
退職給付制度改定に伴う損失（注記8）................................................................................. (273) — (2,324)
減損損失（注記3）............................................................................................................ (32) — (272)
その他（純額）................................................................................................................. (38) (706) (324)
税引前利益 ............................................................................................................... 12,609 8,598 107,329

法人税等（注記7）：
当年度分 ........................................................................................................................ 5,402 3,314 45,982
繰延分 ........................................................................................................................... (111) 159 (944)

5,291 3,473 45,038
少数株主損益調整前当期純利益.................................................................................... 7,318 5,125 62,291

少数株主損益 ........................................................................................................................ (711) (676) (6,052)
当期純利益 ............................................................................................................... ¥ 6,607 ¥ 4,449 $ 56,239

添付の連結財務諸表注記をご参照ください。
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連結株主持分変動計算書
株式会社椿本チエインおよび連結子会社

3月31日に終了した各連結会計年度 単位：千米ドル
単位：百万円 （注記1）

2005年度 2004年度 2005年度

資本金：

期首残高 .............................................................................................................................. ¥ 17,077 ¥17,077 $ 145,361
期末残高 .............................................................................................................................. ¥ 17,077 ¥17,077 $ 145,361

資本剰余金：

期首残高 .............................................................................................................................. ¥ 12,653 ¥12,653 $ 107,703
自己株式処分差益 ............................................................................................................... 1 0 9

期末残高 .............................................................................................................................. ¥ 12,654 ¥12,653 $ 107,712

土地再評価差額金：

期首残高 .............................................................................................................................. ¥ (3,091) ¥ (3,091) $ (26,311)
利益剰余金への振替............................................................................................................ (41) — (349)
土地再評価に係る繰延税金資産の取崩 ................................................................................... (8,915) — (75,885)

期末残高 .............................................................................................................................. ¥(12,047) ¥ (3,091) $(102,545)

利益剰余金：

期首残高 .............................................................................................................................. ¥ 39,344 ¥36,199 $ 334,899
当期純利益 ........................................................................................................................ 6,607 4,449 56,239
配当金 .............................................................................................................................. (1,313) (1,130) (11,176)
役員賞与 ........................................................................................................................... (170) (101) (1,447)
新規連結子会社増加に伴う増減 ............................................................................................ — (73) —
土地再評価差額金からの振替 ............................................................................................... 41 — 349

期末残高 .............................................................................................................................. ¥ 44,509 ¥39,344 $ 378,864

その他有価証券評価差額金：

期首残高 .............................................................................................................................. ¥ 8,591 ¥ 7,066 $ 73,127
増減 ................................................................................................................................. 8,158 1,525 69,442

期末残高 .............................................................................................................................. ¥ 16,749 ¥ 8,591 $ 142,569

為替換算調整勘定：

期首残高 .............................................................................................................................. ¥ (1,575) ¥ (2,003) $ (13,406)
増減 ................................................................................................................................. 1,146 428 9,754

期末残高 .............................................................................................................................. ¥ (429) ¥ (1,575) $ (3,652)

添付の連結財務諸表注記をご参照ください。
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連結キャッシュ・フロー計算書
株式会社椿本チエインおよび連結子会社

3月31日に終了した各連結会計年度 単位：千米ドル
単位：百万円 （注記1）

2005年度 2004年度 2005年度

営業活動によるキャッシュ・フロー：

税引前利益 ..................................................................................................................... ¥12,609 ¥ 8,598 $107,329
営業活動によるキャッシュ・フローへの調整：

減価償却費.................................................................................................................. 5,509 5,504 46,893
減損損失..................................................................................................................... 32 — 272
固定資産廃売却益 ........................................................................................................ (305) (866) (2,596)
貸倒引当金の減少 ........................................................................................................ (43) (85) (366)
退職給付引当金の減少 .................................................................................................. (763) (568) (6,495)
確定拠出年金移行に伴う未払金の増減............................................................................. 488 (447) 4,154
売上債権の増加 ........................................................................................................... (4,194) (2,380) (35,699)
たな卸資産の増加 ........................................................................................................ (3,147) (630) (26,788)
仕入債務の増加 ........................................................................................................... 4,441 3,168 37,802
その他 ........................................................................................................................ 958 963 8,155
小計 ....................................................................................................................... 15,585 13,257 132,661

利息及び配当金の受取額 .................................................................................................. 359 209 3,056
利息の支払額 .................................................................................................................. (990) (1,210) (8,427)
法人税等の支払額 ........................................................................................................... (4,273) (2,583) (36,372)

営業活動によるキャッシュ・フロー ............................................................................. 10,681 9,673 90,918

投資活動によるキャッシュ・フロー：

定期預金の減少............................................................................................................... 4 93 34
有価証券の取得............................................................................................................... (20) (192) (170)
有価証券の売却............................................................................................................... 142 188 1,209
関係会社への出資 ........................................................................................................... (155) (439) (1,319)
長期貸付金の増加 ........................................................................................................... (66) (48) (562)
長期貸付金の減少 ........................................................................................................... 68 171 579
固定資産の購入............................................................................................................... (6,786) (3,034) (57,763)
固定資産の売却............................................................................................................... 1,218 796 10,367

投資活動によるキャッシュ・フロー ............................................................................. (5,595) (2,465) (47,625)

財務活動によるキャッシュ・フロー：

短期借入金の増加（減少）.................................................................................................. (1,694) 2,658 (14,419)
長期借入の増加............................................................................................................... 1,000 3,156 8,512
長期借入金の返済 ........................................................................................................... (8,183) (6,985) (69,654)
社債の発行 ..................................................................................................................... 6,955 — 59,201
社債の償還 ..................................................................................................................... (1,700) (6,200) (14,471)
割賦代金の支払............................................................................................................... (451) (456) (3,839)
配当金の支払 .................................................................................................................. (1,313) (1,130) (11,176)
少数株主への配当金の支払 ............................................................................................... (160) (119) (1,362)
自己株式の取得............................................................................................................... (51) (339) (434)
自己株式の売却............................................................................................................... 1 3 8

財務活動によるキャッシュ・フロー ............................................................................. (5,596) (9,412) (47,634)

為替相場変動の現金及び現金同等物に対する影響額.................................................................... 205 73 1,745
現金及び現金同等物の減少額 .................................................................................................. (305) (2,131) (2,596)
現金及び現金同等物期首残高 .................................................................................................. 11,562 13,681 98,417
連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額.................................................................... (273) 12 (2,324)
現金及び現金同等物期末残高 .................................................................................................. ¥10,984 ¥11,562 $ 93,497

添付の連結財務諸表注記をご参照ください。
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連結財務諸表注記
株式会社椿本チエインおよび連結子会社

3月31日に終了した各連結会計年度

1. 連結財務諸表の作成基準

添付の株式会社椿本チエイン（以下「当社」という）およびその連結子会社

の連結財務諸表は、日本において一般に公正妥当と認められた会計原則に

準拠し作成されております。ただし、日本の証券取引法に基づいて作成され

た連結財務諸表と国際財務報告基準には差異があります。

さらに、連結財務諸表の注記には日本の会計原則で要求されていない財

務情報を追加的に含めております。

添付の連結財務諸表の作成過程において、国外の読者の理解を高めるため、

一部組替えを実施しております。

連結財務諸表は円貨で作成しておりますが、読者の便宜を図るため、

2006年3月末の為替相場1米ドル＝117.48で換算した米ドル金額を表示

しております。

また、2004年度および2005年度の連結財務諸表の表示に合わせるた

めに過去に報告された金額は一部組替表示を行っております。そのような

組替表示は当期純利益又は純資産に影響を与えておりません。

2. 重要な会計方針

（a）連結の方針

添付の連結財務諸表は、当社および直接的又は間接的に支配する重要な

子会社を連結の範囲に含めています。当社がその経営や財務において重要

な影響を行使できる会社には持分法を適用しています。連結会社間の重要な

債権債務残高および取引高は、連結の過程で消去されています。

子会社の資産および負債については、連結子会社の株式取得日における

公正価額で全面時価評価法により連結財務諸表に反映させています。また

投資価額と株式取得日の連結子会社の純資産との差額について、金額的に

重要性がないものは、定額法によって5年で均等償却しています。

一部の連結子会社の決算日は、12月31日又は1月31日であり、連結財

務諸表の作成に当たっては、連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用し

ています。ただし、1月1日から3月31日の間、又は2月1日から3月31日

の間に生じた重要な内部取引については連結上必要な調整を行っています。

（b）現金及び現金同等物

現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得

日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（c）貸倒引当金

当社および連結子会社は、債権の貸倒れに備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（d）有価証券および投資有価証券

有価証券および投資有価証券は、投機目的有価証券、満期保有目的の債券、

その他有価証券に分類しております。

投機目的有価証券は時価法で評価しております。実現もしくは未実現の

損益は、収益に負担させています。満期保有目的の債券は償却原価法で評価

しております。その他有価証券に区分された時価のある有価証券は、時価法

にて評価するとともに、所定の税額を控除した後の評価差額は全部資本直

入法により評価しております。売却原価は移動平均法により算定しており

ます。その他有価証券に区分された時価のない有価証券は移動平均法によ

る原価法で評価しております。

（e）デリバティブ

時価法を採用しております。

（f）たな卸資産

一部の海外子会社をのぞき、主として先入先出法、個別法および移動平均

法に基づく原価法により評価しておりますが、一部の海外連結子会社では

低価法により評価しております。

（g）有形固定資産

有形固定資産は、取得原価で計上しております。減価償却の方法について

は、主として定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）

については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 3～50年

機械装置及び運搬具 4～13年

（h）リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

（i）法人税等

繰延税金資産および負債は財務報告用の資産・負債と税金計算用の資産・

負債の差異について認識されます。繰延税金は貸借対照表日もしくはその後

に改定された税率にもとづいてそれぞれの資産又は負債が実現する時点に

適用される税率によって計算しております。

（j）退職給付引当金

退職給付引当金は退職給付債務から時価評価された年金資産を差引き、

年金数理計算上の差異を調整して計算しております。退職給付債務は従業

員の見積り残存勤務年数にわたる定額法により各年度の債務金額を算定し

ております。
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過去勤務債務は、その発生連結会計年度に全額費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

（k）役員退職慰労引当金

当社および国内連結子会社の取締役と監査役に退職慰労金を支払う制度

を設けており、その退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計

年度末要支給額を計上しております。

（l）ヘッジ会計

ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ損益については、対応するヘッ

ジ手段の損益が認識されるまで繰延処理しております。なお、特例処理用件

を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。また、外

貨建債権債務の為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は、

振当処理を行っております。

（m）収益認識

当社および連結子会社は、長期請負工事を伴う受注物件の収益計上は工

事完成基準を採用しております。ただし、マテハン事業部門の一部海外連結

子会社において工事進行基準を採用しております。

（n）研究開発費及びソフトウェア

研究開発費は発生時に費用処理しております。

社内利用目的のソフトウェア開発に関する費用は、その発生時に費用処

理しております。ただし、そのソフトウェアの利用により将来の収益獲得又

は費用削減が確実であると認められる場合については資産計上し、社内に

おける利用可能期間（5年）で定額償却しております。

（o）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の為替相場により円貨に換算し、収益およ

び費用は取引時の為替相場により円貨に換算しております。

なお、在外子会社等の資産および負債は、決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、資本の部はそれぞれの歴史的レートにより換算しております。

収益および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主

持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めております。

（p）利益処分

日本の会社法においては、利益処分は翌会計年度に開催される株主総会

で承認されます。そのため各連結会計年度の利益処分はその期間の連結財

務諸表には反映されておりません。（注記17参照）

3. 会計処理の変更

（1）固定資産の減損に係る会計基準

当社および連結子会社は、当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会

計基準を新しく適用しております。当該基準は有形および無形固定資産の

帳簿価額の回収が見込めない可能性を示す事象がある場合には、減損損失

を認識するかどうかの判定を行うことを要求しています。

また、減損損失を認識すべきであると判定された資産および資産グルー

プの帳簿価額を、正味売却価額又は使用価値のいずれか高い方の金額であ

る回収可能価額まで減額し、減損損失を損益計算書に計上することを要求し

ています。この会計基準の対象となる固定資産には、土地・工場・建物など

の有形固定資産だけではなく、無形固定資産が含まれます。また、固定資産

は他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッ

シュ・フローを生み出す最小の単位でグルーピングを行う必要があります。

この新しい会計基準の適用により、32百万円（272千米ドル）の減損損失

を計上し、税金等調整前当期純利益が同額減少しております。

なお、減損損失累計額については、当該各資産の金額から直接控除してお

ります。

（2）収益計上基準

従来、長期請負工事を伴う受注物件の収益計上は工事完成基準を採用し

ておりましたが、当連結会計年度よりマテハン事業部門の一部海外連結子

会社において工事進行基準により計上する方法に変更しております。

これは年間受注額に占める長期大型工事の割合が増加傾向にあり、より

適正な期間損益計算を行うためであります。

この変更により、従来と同一の基準によった場合と比較して、売上高は

5,624百万円（47,872千米ドル）、売上原価は5,672百万円（48,281千

米ドル）増加し、営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益はそれぞれ

47百万円（400千米ドル）減少しております。
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4. 有価証券及び投資有価証券

（a）満期保有目的の債券で時価のあるもの

百万円 千米ドル

2005年度 2004年度 2005年度
連結貸借 連結貸借 連結貸借
対照表 対照表 対照表
計上額 時価 差額 計上額 時価 差額 計上額 時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの：

社債 ........................................................ ¥100 ¥100 ¥ 0 ¥ — ¥— ¥— $851 $851 $ 0
時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの：

社債 ........................................................ — — — 100 94 (6) — — —
合計 .................................................... ¥100 ¥100 ¥ 0 ¥100 ¥94 ¥ (6) $851 $851 $ 0

（b）その他有価証券で時価のあるもの

百万円 千米ドル

2005年度 2004年度 2005年度
連結貸借 連結貸借 連結貸借
対照表 対照表 対照表

取得原価 計上額 差額 取得原価 計上額 差額 取得原価 計上額 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの：

株式 ........................................................ ¥6,002 ¥34,263 ¥28,261 ¥5,971 ¥20,485 ¥14,514 $51,090 $291,650 $240,560
その他 ..................................................... 59 69 10 — — — 502 587 85
小計 .................................................... 6,061 34,332 28,271 5,971 20,485 14,514 51,592 292,237 240,645

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの：

株式 ........................................................ — — — 2 2 (0) — — —
債券 ........................................................ — — — 54 44 (10) — — —
その他 ..................................................... 90 80 (10) 179 164 (15) 766 681 (85)
小計 .................................................... 90 80 (10) 235 210 (25) 766 681 (85)
合計................................................. ¥6,151 ¥34,412 ¥28,261 ¥6,206 ¥20,695 ¥14,489 $52,358 $292,918 $240,560

（c）連結会計年度中に売却したその他有価証券
百万円 千米ドル

2005年度 2004年度 2005年度

売却額 ............................................................................................................................................. ¥75 ¥176 $638
売却額の合計額.................................................................................................................................. 15 5 128
売却損の合計額.................................................................................................................................. — (8) —

時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額
百万円 千米ドル

2005年度 2004年度 2005年度

非上場外国債券 ............................................................................................................................. ¥ — ¥ 39 $ —
非上場株式 ................................................................................................................................... 369 398 3,141

（d）その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額
百万円

2005年度
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

社債 ............................................................................................................. ¥— ¥— ¥— ¥100
その他 .......................................................................................................... — — — —

千米ドル

2005年度
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

社債 ............................................................................................................. $— $— $— $851
その他 .......................................................................................................... — — — —
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その他流動および固定負債に含まれるその他の有利子負債の内容は、割

賦購入（1年内返済予定）および割賦購入（1年超返済予定）を含んでおり、

2005年3月31日、2006年3月31日現在の平均利率はそれぞれ3.04%、

3.15%であります。

長期借入金の2006年3月31日以降の返済予定は以下のとおりです。
3月31日に終了する連結会計年度 百万円 千米ドル

2006年度 ................................................... ¥ 7,955 $ 67,714
2007年度 ................................................... 2,062 17,552
2008年度 ................................................... 3,015 25,664
2009年度 ................................................... 10,452 88,968
2010年度 ................................................... 8,015 68,224
2011年度以降 ............................................. 54 460

合計 ............................................................. ¥31,553 $268,582

割賦購入にかかるその他の有利子負債の2006年3月31日以降の返済予

定は以下のとおりです。
3月31日に終了する連結会計年度 百万円 千米ドル

2006年度 .................................................. ¥ 398 $ 3,388
2007年度 .................................................. 348 2,962
2008年度 .................................................. 336 2,860
2009年度 .................................................. 318 2,707
2010年度 .................................................. 329 2,800
2011年度以降............................................. 173 1,473

合計 ............................................................. ¥1,902 $16,190

5. たな卸資産

2005年および2006年3月31日現在のたな卸資産の内容は以下のとおりです。
百万円 千米ドル

2005年度 2004年度 2005年度

製品 ................................................................................................................................................ ¥ 9,515 ¥ 8,953 $ 80,993
原材料 ............................................................................................................................................. 2,903 2,578 24,711
仕掛品 ............................................................................................................................................. 10,623 9,182 90,424
合計 ................................................................................................................................................ 834 574 7,098

¥23,875 ¥21,287 $203,226

6. 短期借入金及び長期借入債務

2005年および2006年3月31日現在の短期借入金の内容は、主として銀行借入であり2005年3月31日、2006年3月31日現在の加重平均利率はそ

れぞれ1.7%、1.3875%であります。2005年および2006年3月31日現在の長期借入債務の内容は以下のとおりです。
百万円 千米ドル

2005年度 2004年度 2005年度

長期借入金（主に金融機関借入）平均利率：年3.0% 返済期限：～2013年度

担保付 ......................................................................................................................................... ¥13,079 ¥13,142 $111,330
無担保 ......................................................................................................................................... 10,474 17,629 89,155

担保付社債 利率：年0.73%～1.20% 償還期限：2004年度 ........................................................................ — 100 —
無担保社債 利率：年2.40% 償還期限：2004年度 ................................................................................... — 1,600 —
無担保社債 利率：0.38% 償還期限：2005年度 ...................................................................................... 100 100 851
担保付社債 利率：年2.30% 償還期限：2006年度 ................................................................................... 800 800 6,810
無担保社債　利率：年0.44% 償還期限：2006年度 .................................................................................... 100 100 851
無担保社債　利率：年0.83% 償還期限：2009年度 .................................................................................... 7,000 — 59,585

31,553 33,471 268,582
控除：1年内返済予定額 ........................................................................................................................ 7,955 9,196 67,714
合計 ............................................................................................................................................ ¥23,598 ¥24,275 $200,868
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2006年3月31日現在、短期借入金（409百万円（3,481千米ドル））、

1年以内返済予定の長期借入金（4,344百万円（36,977千米ドル））、1年以

内償還予定の社債（800百万円（6,810千米ドル））および長期債務（8,736

百万円（74,362千米ドル））の担保に供している資産は以下のとおりです。
百万円 千米ドル

2005年度 2005年度

土地 ..................................................... ¥30,133 $256,495
建物及び構築物 ...................................... 15,743 134,006
機械装置及び運搬具................................. 7,660 65,203
工具器具備品 ......................................... 943 8,027
建設仮勘定 ............................................ 211 1,796
その他 .................................................. 63 536
合計 ................................................. ¥54,753 $466,063

当社は、運転資金の効率的な調達を行なうため取引金融機関とコミットメン

トライン契約を締結しております。

当該契約に基づく2006年3月31日現在の借入未実行残高は次のとおり

です。
百万円 千米ドル

コミットメントの総額.............................. ¥15,000 $127,681
借入実行残高 ......................................... 1,000 8,512
差引額 .................................................. ¥14,000 $119,169

7. 法人税等

当社および連結子会社は法人税、住民税および事業税を含む税金が課され、2004年度および2005年度において全体として40.6%の実効税率が適用さ

れております。

2004年度および2005年度における法定実効税率と税効果会計会計適用後の法人税等の負担率との差異は5%以下で重要ではないので注記しておりま

せん。

2005年および2006年3月31日現在の当社および連結子会社における重要な繰延税金資産および繰延税金負債の内訳は以下のとおりです。
百万円 千米ドル

2005年度 2004年度 2005年度

繰延税金資産：

退職給付引当金繰入限度超過額 ......................................................................................................... ¥ 4,241 ¥ 4,216 $ 36,100
確定拠出年金移行に伴う未払金 ......................................................................................................... 1,893 1,725 16,113
役員退職慰労引当金 ........................................................................................................................ 148 137 1,260
賞与引当金繰入限度超過額 ............................................................................................................... 1,038 955 8,836
貸倒引当金繰入限度超過額 ............................................................................................................... 122 142 1,038
その他 ......................................................................................................................................... 1,486 1,373 12,649

繰延税金資産小計............................................................................................................................... 8,928 8,548 75,996
評価性引当額................................................................................................................................. (357) — (3,039)

繰延税金資産合計............................................................................................................................... 8,571 8,548 72,957

繰延税金負債：

固定資産圧縮積立金 ........................................................................................................................ (5,377) (5,175) (45,769)
資本連結手続のための評価益計上額.................................................................................................... (269) (370) (2,290)
その他有価証券評価差額金 ............................................................................................................... (11,475) (5,882) (97,676)
その他 ......................................................................................................................................... (1,347) (1,333) (11,466)

繰延税金負債合計............................................................................................................................... (18,468) (12,760) (157,201)
繰延税金資産（負債）の純額 ...................................................................................................................¥ (9,897) ¥ (4,212) $ (84,244)

8. 退職給付

当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、

確定拠出年金制度および前払退職金制度を設けております。

また従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

海外連結子会社の一部においても、確定給付型の制度を設けております。

退職給付債務に関する事項
百万円 千米ドル

2005年度 2004年度 2005年度

退職給付債務 ............................. ¥(14,108) ¥(16,078) $(120,088)
年金資産................................... 3,123 3,748 26,583
未積立退職給付債務 .................... (10,985) (12,330) (93,505)
未認識数理計算上の差異 .............. 1,069 1,306 9,099
退職給付債務 ............................. ¥ (9,916) ¥(11,024) $ (84,406)

（注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算出にあたり、簡便法を採用しております。
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なお、国内連結子会社のうち1社は、2005年5月1日付で、2社は2006

年4月1日付で、退職一時金制度の一部について、確定拠出年金制度および

前払退職金制度へ移行しております。

退職一時金制度について、一部の国内連結子会社において確定拠出年金

制度および前払退職金制度へ移行したことによる2006年3月31日時点で

の影響額は次のとおりです。
百万円 千米ドル

退職給付債務の減少 ............................. ¥ 3,188 $ 27,137
適格退職年金からの資産移換額 .............. (1,455) (12,385)
未認識数理計算上の差異 ....................... (472) (4,018)
未認識過去勤務債務 ............................. (173) (1,473)
退職給付引当金の減少 .......................... 1,088 9,261
確定拠出年金への資産未移換額 .............. (1,361) (11,585)
退職給付制度改定に伴う損益 ................. ¥ (273) $ (2,324)

確定拠出年金制度および前払退職金制度への資産移換額は1,361百万円

（11,585千米ドル）であり、8年間で移換する予定であります。なお、当連

結会計年度末時点での未移換額は、流動負債の「その他」に168百万円

（1,430千米ドル）、固定負債の「長期未払金」に1,075百万円（9,150千米

ドル）それぞれ計上しております。

一部の国内連結子会社は、2005年4月1日付で、適格退職年金制度を廃

止し、退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度および前払退職金

制度へ移行しております。

確定拠出年金制度および前払退職金制度へ移行したことによる影響額は

次のとおりです。
百万円

2005年度

退職給付債務の減少 ....................................................... ¥ 801
適格退職年金からの資産移換額 ........................................ (437)
退職給付引当金の減少 .................................................... 364
確定拠出年金への資産未移換額 ........................................ (364)
退職給付制度改定に伴う利益 ........................................... ¥ —

また、確定拠出年金制度および前払退職金制度への資産移換額は801百

万円であり、8年間で移換する予定であります。なお、2005年3月31日現

在での未移換額は、流動負債の「その他」に46百万円、固定負債の「長期未払

金」に319百万円それぞれ計上しております。

退職給付金費用に関する事項
百万円 千米ドル

2005年度 2004年度 2005年度

勤務費用............................................. ¥ 658 ¥ 824 $ 5,601
利息費用............................................. 341 377 2,902
期待運用収益 ....................................... (89) (99) (757)
退職給付制度改定に伴う損益 .................. 273 — 2,324
償却：

数理計算上の差異の費用処理額................ 147 193 1,251
確定拠出年金への掛金支払額 .................. 440 312 3,745
計.................................................. ¥1,770 ¥1,607 $15,066

退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

2005年度 2004年度

割引率 ................................................... 主として 2.0% 2.5%
期待運用収益率........................................ 主として 2.5% 2.5%

9. 偶発債務

2006年3月31日において、当社および連結子会社は手形割引高および

従業員や関連会社の借入に伴う債務保証に対し合計で683百万円

（58,144米ドル）の偶発債務が存在します。

10. 土地の再評価

当社は「土地の再評価に関する法律」（1998年3月31日公布法律第34号）

および「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（2001年3月

31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差

額から再評価に係る繰延税金負債を控除した金額を「土地再評価差額金」と

して資本の部に計上しております。

再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年3月31日公布政令第

119号）第2条第5号に定める鑑定評価および第2条第3号に定める固

定資産税評価額に基づいて合理的な調整を行って算定する方法によっ

ております。

再評価を行った年月日 2002年3月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 10,435百万円

11. 株主資本

日本の商法では、配当金および役員賞与の10%以上の金額と中間配当金

の10%の金額を、資本準備金と法定準備金の合計額が資本金の25%に達

するまで、法定準備金として積み立てることを要求しています。資本準備金

および法定準備金については、配当することはできませんが、株主総会の決

議による資本の欠損の填補、又は取締役会の決議による資本金への振り替

えることが認められています。

さらに、資本の25%を超えた分の資本準備金および法定準備金の合計額

については、株主の決議によって配当することができます。

なお、添付の連結貸借対照表および連結株主持分変動計算書において、資

本準備金は資本剰余金に、法定準備金は利益剰余金に含まれています。当社

の2005年および2006年3月31日現在の法定準備金の残高はいずれも、

3,376百万円（＄28,737千米ドル）です。

2006年5月1日に施行された会社法は、商法の条項の大部分を引き継い

でおり、剰余金の配当について商法と同様の要求をしています。しかし、会

社法においては、株主総会の決議に基づき、いつでも剰余金の配当をするこ

とができます。また、一定の要件のもとで、取締役会の決議に基づいて剰余

金の配当をすることもできます。

12. 研究開発

製造費用と販売費および一般管理費に含まれる研究開発費は、2004年

度が2,215百万円、2005年度が3,422百万円です。
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13. リース取引

当社および連結子会社が借主であり、現在オペレーティング・リース取引に係る方法に準じて会計処理を行っているファイナンス・リース取引を貸借対照

表に計上した場合における2005年3月31日、2006年3月31日現在の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、期末残高相当額は次のとおりです。

百万円

2005年度
減価償却 減損損失

取得価額相当額 累計額相当額 累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 .................................................................................................... ¥ 143 ¥ 52 ¥ — ¥ 91
工具器具備品 ............................................................................................................. 1,119 801 — 318
その他...................................................................................................................... 378 205 — 173
計 ........................................................................................................................... ¥1,640 ¥1,058 ¥ — ¥582

百万円

2004年度
減価償却 減損損失

取得価額相当額 累計額相当額 累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 .................................................................................................... ¥ 70 ¥ 27 ¥ — ¥ 43
工具器具備品 ............................................................................................................. 1,348 870 — 478
その他...................................................................................................................... 452 217 — 235
計 ........................................................................................................................... ¥1,870 ¥1,114 ¥ — ¥756

千米ドル

2005年度
減価償却 減損損失

取得価額相当額 累計額相当額 累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 .................................................................................................... $ 1,217 $ 442 $ — $ 775
工具器具備品 ............................................................................................................. 9,525 6,818 — 2,707
その他...................................................................................................................... 3,218 1,745 — 1,473
計 ........................................................................................................................... $13,960 $9,005 $ — $4,955

オペレーティング・リース取引に係る方法に準じて会計処理を行ってい

るファイナンス・リース取引について、2004年度および2005年度におけ

る支払リース料および減価償却費相当額は以下のとおりです。（なお、いず

れも連結損益計算書には計上されていません。）
百万円 千米ドル

2005年度 2004年度 2005年度

支払リース料....................................... ¥369 ¥445 $3,141
減価償却費相当額 ................................. 369 445 3,141

リース物件の所有権が借主である当社および連結子会社に移転しないファ

イナンス・リース取引について、2006年度以降における未経過リース料期

末残高相当額の支払額は以下のとおりです。
3月31日に終了する連結会計年度 百万円 千米ドル

2006年度 ........................................................ ¥255 $2,171
2007年度以降 .................................................. 327 2,783

¥582 $4,954

（注）未経過リース料期末残高相当額は、支払利子込み法により算定しております。

解約不能のオペレーティング・リース取引について、2006年度以降にお

ける未経過リース料の支払額は以下のとおりです。
3月31日に終了する連結会計年度 百万円 千米ドル

2006年度 ........................................................ ¥ 5 $ 43
2007年度以降 .................................................. 14 119

¥19 $162

14. デリバティブ取引関係

当社および一部の連結子会社は為替変動および金利変動のリスクを低減

させるためデリバティブ商品を使用しております。当社および一部の連結子

会社は外貨建の資産および負債の為替相場の変動のリスクをヘッジして安

定的な利益の確保を図るため、為替予約を使用しております。加えて、当社

および一部の連結子会社は借入金の金利変動の影響をヘッジするために、

金利スワップを使用しております。当社およびこれらの連結子会社は投機

目的ではデリバティブ契約を締結しません。

当社および一部の連結子会社は先物為替契約と金利スワップ契約から派

生する特定の市場リスクにさらされております。又、この先物為替契約と金

利スワップ契約に関して契約相手の契約不履行による信用リスクにもさら

されております。しかしながら、契約相手は信用度の高い大手の銀行に限定

されておりますので、契約不履行による信用リスクはほとんどないと判断

しております。

為替予約取引は、確定した額の範囲内で各事業部門が予約額を決定し、財

務担当部署が実行および管理を行っております。また、金利スワップ取引は、

当社において、借入契約の一環として財務部が実行および管理を行ってお

ります。
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デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況

百万円 千米ドル

2005年度 2004年度 2005年度
契約額のうち 契約額のうち

契約額等 1年超 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 1年超 時価 評価損益

為替予約取引

売建

米ドル ............................. ¥2,284 ¥ — ¥2,351 ¥(67) ¥ — ¥ — ¥ — $19,442 $ — $20,012 $(570)
カナダドル ....................... 258 — 261 (3) — — — 2,196 — 2,222 (26)
オーストラリアドル............ 145 — 141 4 — — — 1,234 — 1,200 34

買建

日本円 ............................. 1,211 — 1,196 (15) 10,308 — 10,180 (128)
英ポンド .......................... 18 — 18 (0) — — — 153 — 153 (0)

合計........................................ ¥(81) ¥ — $(690)

（注）1. 時価の算出方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
2. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、注記の対象から除いております。

15. 1株当たり情報
円 米ドル

2005年度 2004年度 2005年度

1株当たり純資産額 .............................. ¥410.66 ¥380.91 $3.496
1株当たり当期純利益金額 ..................... 34.78 22.77 0.296
1株当たり配当 .................................... 9.00 7.00 0.077

1株当たり総資産額は、株主に帰属する純資産と期末発行済株式数によっ

て計算しております。1株当たり当期純利益金額は、株主に帰属する当期純

利益と期中平均株式数によって計算しております。1株当たり配当は、中間

配当含め各年の取締役会で提示された配当金額を記載しております。

16. セグメント情報

当社および連結子会社はパワトラ事業とマテハン事業およびその他、ビルメンテナンス、保険代理業、ヘルスケア機器の販売の事業に区分されます。

2005年および2006年3月31日に終了した連結会計年度における事業の種類別セグメント情報、所在地別セグメント情報、海外売上高は次のとおりです。

事業の種類別セグメント
百万円

2005年度
パワトラ マテハン
事業部門 事業部門 その他部門 合計 消去又は全社 連結

I. 売上高：

外部顧客に対する売上高 ........................................................... ¥111,865 ¥35,309 ¥ 587 ¥147,761 ¥ — ¥147,761
セグメント間の内部売上高又は振替高 .......................................... 1,791 175 1,836 3,802 (3,802) —
計 ........................................................................................ 113,656 35,484 2,423 151,563 (3,802) 147,761
営業費用................................................................................ 98,767 33,378 2,260 134,405 (474) 133,931
営業利益................................................................................ ¥ 14,889 ¥ 2,106 ¥ 163 ¥  17,158 ¥ (3,328) ¥ 13,830

II.資産、減価償却費、資本的支出
資産...................................................................................... ¥115,031 ¥26,670 ¥2,235 ¥143,936 ¥54,522 ¥198,458
減価償却費............................................................................. 4,836 320 5 5,161 348 5,509
資本的支出............................................................................. 5,756 292 768 6,816 673 7,489
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百万円

2004年度
パワトラ マテハン
事業部門 事業部門 その他部門 合計 消去又は全社 連結

I. 売上高：

外部顧客に対する売上高 ........................................................... ¥ 98,404 ¥30,592 ¥ 567 ¥129,563 ¥ — ¥129,563
セグメント間の内部売上高又は振替高 .......................................... 1,383 82 1,784 3,249 (3,249) —
計 ........................................................................................ 99,787 30,674 2,351 132,812 (3,249) 129,563
営業費用................................................................................ 88,524 28,874 2,250 119,648 (533) 119,115
営業利益................................................................................ ¥ 11,263 ¥ 1,800 ¥ 101 ¥ 13,164 ¥ (2,716) ¥ 10,448

II.資産、減価償却費、資本的支出
資産...................................................................................... ¥112,608 ¥24,406 ¥1,750 ¥138,764 ¥40,499 ¥179,263
減価償却費............................................................................. 4,795 370 65 5,171 333 5,504
資本的支出............................................................................. 3,125 295 18 3,438 260 3,698

千米ドル

2005年度
パワトラ マテハン
事業部門 事業部門 その他部門 合計 消去又は全社 連結

I. 売上高：

外部顧客に対する売上高 ........................................................... $952,204 $300,553 $ 4,997 $1,257,754 $ — $1,257,754
セグメント間の内部売上高又は振替高 .......................................... 15,245 1,490 15,628 32,363 (32,363) —
計 ........................................................................................ 967,449 302,043 20,625 1,290,117 (32,363) 1,257,754
営業費用................................................................................ 840,713 284,117 19,237 1,144,067 (4,035) 1,140,032
営業利益................................................................................ $126,736 $ 17,926 $ 1,388 $ 146,050 $ (28,328) $ 117,722

II.資産、減価償却費、資本的支出
資産...................................................................................... $979,154 $227,017 $19,024 $1,225,195 $464,096 $1,689,291
減価償却費............................................................................. 41,164 2,724 43 43,931 2,962 46,893
資本的支出............................................................................. 48,996 2,485 6,537 58,018 5,729 63,747

（注）注記3.（2）「会計処理の変更」に記載のとおり、従来、長期請負工事を伴う受注物件の収益計上は工事完成基準を採用していましたが、当連結会計年度

よりマテハン事業部門の一部海外連結子会社において工事進行基準により計上する方法に変更しています。

この変更により、従来と同一の基準によった場合と比較して、マテハン事業部門で売上高は5,624百万円（47,872千米ドル）増加し、営業利益は47百

万円（400千米ドル）減少しています。

所在地別セグメント

百万円

2005年度
アジア・

日本 北米 欧州 オセアニア 計 消去又は全社 連結

外部顧客に対する売上高 .................................................. ¥102,330 ¥30,245 ¥7,275 ¥7,911 ¥147,761 ¥ — ¥147,761
セグメント間の内部売上高又は振替高 ................................. 15,080 687 13 557 16,337 (16,337) —
計 ............................................................................... 117,410 30,932 7,288 8,468 164,098 (16,337) 147,761
営業費用....................................................................... 102,982 29,953 6,750 7,512 147,197 (13,266) 133,931
営業利益....................................................................... ¥ 14,428 ¥ 979 ¥ 538 ¥ 956 ¥ 16,901 ¥ (3,071) ¥ 13,830
資産 ............................................................................ ¥117,956 ¥20,404 ¥4,903 ¥5,975 ¥149,238 ¥ 49,220 ¥198,458

百万円

2004年度
アジア・

日本 北米 欧州 オセアニア 計 消去又は全社 連結

外部顧客に対する売上高 .................................................. ¥ 93,820 ¥22,089 ¥5,718 ¥7,936 ¥129,563 ¥ — ¥129,563
セグメント間の内部売上高又は振替高 ................................. 10,504 351 0 534 11,389 (11,389) —
計 ............................................................................... 104,324 22,440 5,718 8,470 140,952 (11,389) 129,563
営業費用....................................................................... 92,905 21,821 5,295 7,612 127,633 (8,518) 119,115
営業利益....................................................................... ¥ 11,419 ¥ 619 ¥ 423 ¥ 858 ¥ 13,319 ¥    (2,871) ¥ 10,448
資産 ............................................................................ ¥112,243 ¥17,477 ¥4,573 ¥7,783 ¥142,076 ¥  37,187 ¥179,263
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千米ドル

2005年度
アジア・

日本 北米 欧州 オセアニア 計 消去又は全社 連結

外部顧客に対する売上高 .................................................. $ 871,042 $257,448 $61,925 $67,339 $1,257,754 $ — $1,257,754
セグメント間の内部売上高又は振替高 ................................. 128,362 5,848 111 4,741 139,062 (139,062) —
計 ............................................................................... 999,404 263,296 62,036 72,080 1,396,816 (139,062) 1,257,754
営業費用....................................................................... 876,592 254,963 57,456 63,942 1,252,953 (112,921) 1,140,032
営業利益....................................................................... $ 122,812 $ 8,333 $ 4,580 $ 8,138 $ 143,863 $ (26,141) $ 117,722
資産 ............................................................................ $1,004,051 $173,680 $41,735 $50,860 $1,270,326 $ 418,965 $1,689,291

本邦以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりです。

北米：アメリカ、カナダ

欧州：オランダ、イギリス

アジア・オセアニア：台湾、大韓民国、中華人民共和国、シンガポール、タイ、オーストラリア

（注）注記3.（2）「会計処理の変更」に記載のとおり、従来、長期請負工事を伴う受注物件の収益計上は工事完成基準を採用していましたが、当連結会計年度より

マテハン事業部門の一部海外連結子会社において工事進行基準により計上する方法に変更しています。

この変更により、従来と同一の基準によった場合と比較して、北米で売上高は5,624百万円（47,872千米ドル）増加し、営業利益は47百万円（400千

米ドル）減少しています。

海外売上高
百万円

2005年度
アジア・

北米 欧州 オセアニア その他地域 計

海外売上高 ............................................................................................................... ¥31,148 ¥7,944 ¥13,927 ¥491 ¥ 53,510
連結売上高 ............................................................................................................... 147,761
連結売上高に占める海外売上高の割合 ............................................................................ 21.1% 5.4% 9.4% 0.3% 36.2%

百万円

2004年度
アジア・

北米 欧州 オセアニア その他地域 計

海外売上高 ............................................................................................................... ¥22,857 ¥7,387 ¥11,670 ¥432 ¥ 42,346

連結売上高 ............................................................................................................... 129,563

連結売上高に占める海外売上高の割合 ............................................................................ 17.6% 5.7% 9.0% 0.3% 32.7%

千米ドル

2005年度
アジア・

北米 欧州 オセアニア その他地域 計

海外売上高 ............................................................................................................... $265,134 $67,620 $118,548 $4,180 $ 455,482
連結売上高 ............................................................................................................... 1,257,754

17. 後発事象

2006年6月29日開催の定時株主総会において、2006年3月31日現在の株主に対し1株当たり6円（0.05米ドル）、総額1,125百万円（9,576千米ドル）

の現金配当を支払うことが承認されました。
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株式会社椿本チエイン 取締役会　御中

我々は以下に添付されている株式会社椿本チエイン及び連結子会社の2006年及び2005年3月31日現在の連結貸借対照表、ま

た同日をもって終了するそれぞれの連結会計年度の連結損益計算書、連結株主持分変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書

（連結財務諸表はすべて日本円表示）の監査を実施した。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は我々の実

施した監査に基づき連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

我々は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務

諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用

した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断した。

我々の意見では、上記の連結財務諸表が、株式会社椿本チエイン及び連結子会社の2006年及び2005年3月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了するそれぞれの連結会計年度の経営成績、及びキャッシュ・フローの状況を、日本において一般に公正妥

当と認められた会計基準に従い適正に表示しているものと認める。

2006年3月31日現在の添付の連結財務諸表は、読者の便宜のため米ドルに換算されている。我々が換算を監査した結果、我々の

意見では、日本円で表示された連結財務諸表は連結財務諸表注記1に記載された方法に基づいて米ドルに換算されている。

新日本監査法人

2006年6月29日

本監査報告書は、TSUBAKIMOTO CHAIN ANNUAL REPORT 2006に掲載されている“Report of Independent Auditors”

を翻訳したものです。

独立公認会計士の監査報告書
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主要グループ会社一覧
（2006年3月31日現在）

日本

株式会社ツバキエマソン* 460百万円 70.6% 537 2002年 4月 動力伝動装置の製造販売

〒617-0833 京都府長岡京市神足暮角1-1
TEL：075-956-0200 FAX：075-956-0202

株式会社椿本カスタムチエン* 125百万円 99.6% 195 1951年10月 各種チェーンの製造

〒574-0064 大東市御領2-3-1
TEL：072-873-1881 FAX：072-873-1660

株式会社椿本スプロケット* 126百万円 99.9% 139 1968年10月 スプロケットの製造販売

〒613-0022 京都府久世郡久御山町市田一ノ坪28-1
TEL：0774-43-4333 FAX：0774-48-3188

株式会社椿本鋳工* 50百万円 100.0% 54 1968年10月 鋳物部品の製造販売

〒357-0022 埼玉県飯能市新光20
TEL：042-973-8031 FAX：042-974-4033

ツバキ山久チエイン株式会社 126百万円 51.0％ 174 1939年 9月 各種チェーンおよび

（2006年4月3日付で子会社化） 自動化装置の製造販売

〒108-0074 東京都港区高輪2-15-16
TEL：03-3445-8511 FAX：03-3449-6338

新興製機株式会社 50百万円 50.0% 35 1971年 3月 コンベヤチェーンの製造

〒867-0068 熊本県水俣市浜松町4-101
TEL：0966-63-5280 FAX：0966-63-0414

株式会社加藤製作所 30百万円 20.0% 20 1968年 7月 タイヤチェーンの製造

〒672-8022 姫路市白浜町宇佐崎南1-43
TEL：0792-46-1101 FAX：0792-46-1103

椿本メイフラン株式会社* 90百万円 50.0% 97 1973年11月 チップコンベヤの製造販売

〒528-0235 滋賀県甲賀市土山町大野5001番地
TEL：0748-67-1001 FAX：0748-67-1097

株式会社椿本バルクシステム* 150百万円 100.0% 143 1981年 4月 粉粒体コンベヤの製造販売

〒561-0872 豊中市寺内2-4-1（緑地駅ビル）
TEL：06-6862-2331 FAX：06-6862-8516

株式会社椿本マシナリー* 139百万円 68.2% 123 1971年 4月 当社製品の販売

〒577-0012 東大阪市長田東4-5-37
TEL：06-6746-2110 FAX：06-6746-1411

株式会社北海道椿本チエイン* 30百万円 100.0% 14 1961年10月 当社製品の販売

〒060-0031 札幌市中央区北1条東8-9（湯谷ビル）
TEL：011-261-6501 FAX：011-251-6214

椿本西日本株式会社* 90百万円 50.0% 51 1993年10月 当社製品の販売

〒812-0016 福岡市博多区博多駅南4-15-8
TEL：092-441-9271 FAX：092-473-9181

株式会社ツバキサポートセンター* 80百万円 100.0% 110 1970年10月 業務支援サービス等

〒610-0380 京都府京田辺市甘南備台1-1-3
TEL：0774-64-5101 FAX：0774-64-5122

北アメリカ

U.S. Tsubaki, Inc.（アメリカ）* US$33,500千 100.0% 774 1971年 2月 動力伝動装置の製造販売

Holyoke Plant 動力伝動用チェーンの製造

Chicopee Plant タイミングドライブシステムの製造

Sandusky Plant エンジニアリングチェーンの製造

Ballantine, Inc.（アメリカ）* US$50千 U.S. Tsubaki 36 1988年 3月 トレンチャーチェーンの製造販売

100.0%

Tsubaki of Canada Limited（カナダ）* CAN$6,295千 100.0% 129 1973年 7月 動力伝動装置の製造販売

Tsubaki Conveyor of America, Inc.（アメリカ）* US$900千 100.0% 53 1983年 7月 輸送機装置の製造販売

資本金 出資比率 従業員数 設立 事業内容

* 連結子会社
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ヨーロッパ

Tsubakimoto Europe B.V.（オランダ）* EUR2,722千 100.0% 62 1972年 4月 動力伝動装置の販売

Tsubakimoto U.K. Ltd.（イギリス）* £550千 Tsubakimoto 67 1985年 3月 動力伝動装置の製造販売

Europe
100.0%

T.E.E.U. Limited（イギリス） £30千 100.0% 0 1990年 3月 輸送機装置の販売

アジア&オセアニア

台湾椿本股 有限公司（台湾）* NT$70,000千 99.9% 97 1970年 1月 動力伝動装置の製造販売

Tsubakimoto Singapore Pte. Ltd.（シンガポール)* 271百万円 100.0% 22 1981年 1月 動力伝動装置の販売

Tsubakimoto Automotive（Thailand) Co., Ltd. (タイ）* THB70,000千 100.0% 60 2002年 3月 タイミングドライブシステムの製造販売および輸出

Tsubakimoto (Thailand) Co., Ltd.（タイ）* THB4,000千 Tsubakimoto 4 2002年 3月 動力伝動装置の販売
Singapore

95.1%

Tsubaki Australia Pty. Limited（オーストラリア）* AU$300千 100.0% 30 1987年 5月 動力伝動装置の販売

椿本汽車発動機（上海）有限公司（中華人民共和国） US$2,500千 100.0% 31 2004年 4月 タイミングドライブシステムの製造販売および輸出

椿本鏈条貿易（上海）有限公司（中華人民共和国） US$400千 100.0% 13 2004年 6月 動力伝動装置の販売

椿本佳宝来 鏈（上海）有限公司（中華人民共和国） US$200千 60.0% 11 2000年11月 ケーブルベヤの販売

天津華盛昌歯輪有限公司（中華人民共和国）* 人民元48,334千 ツバキエマソン 124 1990年 6月 動力伝動装置の製造販売
52.2%

椿艾黙生機械（上海）有限公司（中華人民共和国）* US$1,200千 ツバキエマソン 29 2004年 7月 動力伝動装置の製造販売
100.0%

天津東椿大気塗装輸送系統設備有限公司（中華人民共和国） US$500千 20.0% 101 2004年 1月 輸送機装置の製造販売

上海東波大気輸送系統設備有限公司（中華人民共和国） US$900千 20.0% 49 2005年 3月 輸送機装置の製造販売

天津椿本輸送機械有限公司（中華人民共和国） 人民元8,314千 椿本 39 1995年 8月 粉粒体コンベヤとコンベヤチェーンの製造販売
バルクシステム

47.0%

Korea Conveyor Ind. Co., Ltd.（大韓民国） KRW1,200百万 49.0% 125 1970年 1月 輸送機装置の製造販売

Korea Mayfran Co., Ltd.（大韓民国） KRW600百万 椿本メイフラン 16 1990年10月 チップコンベヤの製造販売
37.5%

Korea Conveyor
25.0%

椿本美芙蘭輸送機械（上海）有限公司（中華人民共和国） US$1,200千 椿本メイフラン 22 2005年 6月 チップコンベヤの製造販売
100.0%

資本金 出資比率 従業員数 設立 事業内容
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企業情報および株式情報

1. 企業情報（2006年3月31日現在）

会社名 株式会社椿本チエイン

設立 1941年1月31日

資本金 170億7,600万円

本社所在地 大阪府大阪市北区中之島3-3-3

06-6441-0011

（2006年8月7日現在）

決算期 3月31日

連結子会社 22社

持分法適用関連会社 2社

従業員数 連結　4,675名　　単体　1,754名

工場 京田辺・埼玉・京都・兵庫

支社 東京・名古屋・大阪

営業所 仙台・大宮・横浜・静岡・豊田・北陸・広島・九州

2. 株式情報（2006年3月31日現在）

株主名簿管理人 中央三井信託銀行株式会社大阪支店

上場証券取引所 東証1部、大証1部、名証1部

株式数

会社が発行する株式の総数 299,000,000株

発行済株式総数 191,406,969株

株主数 15,119名

大株主
株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

太陽生命保険株式会社 16,398 8.6

ベア スターンズ アンド カンパニー

（常任代理人シティバンク・エヌ・エイ東京支店） 14,999 7.8

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 12,483 6.5

日本生命保険相互会社 12,029 6.3

トヨタ自動車株式会社 7,722 4.0

株式会社三井住友銀行 6,689 3.5

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 6,454 3.4

椿本チエイン持株共栄会 4,387 2.3

中央三井信託銀行株式会社 4,245 2.2

株式会社椿本チエイン 3,865 2.0

所有者別株式分布状況 

所有者別株式分布状況 

証券会社 
40名　0.26%

個人・その他 
40,589,159株　21.21%

政府・地方公共団体 
1名　0.01%

金融機関 
71名　0.47%

個人・その他 
14,600名　96.57%

外国法人等 
105名　0.69%

その他の国内法人 
302名　2.00%

政府・地方公共団体 
104,000株　0.05%

金融機関 
83,320,509株　43.53%

証券会社 
1,039,015株　0.54%

その他の国内法人 
18,952,243株　9.90%

外国法人等 
47,402,043株　24.77%

191,406,969
株 

15,119
名 



OUR MISSION 

～物づくり、夢づくり、世界の顧客と語り合う～

私達は「パワートランスミッション」と「マテリアルハンドリング」の技術力を駆使して、

世界の顧客にベスト・バリューを提供します。

OUR VISION 

私達は世界のリーディング・カンパニーを目指します。

OUR VALUES （企業行動指針）

■ 「顧客満足」の実現を通して社会に貢献する

■ 従業員の創造性を尊重し新事業領域に挑戦する

■ 透明性を堅持し株主重視の経営を行う

■ スピード経営を実践する

■ 国内外関係会社のグループ力を強化する

つばきミッション・ステートメント
このミッション・ステートメントは、椿本チエイングループが一丸となって、「顧客のために尽

くす」という基本姿勢のもと、モノづくりにこだわり、夢をつくり続けることで、世界屈指の

メーカーを目指すことを明解かつ簡潔に表現したものであり、あらゆる経営活動の根幹を

なすものです。
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